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税務訴訟資料 第２６４号－１５８（順号１２５３９） 

大阪地方裁判所　平成●●年（○○）第●●号 所得税決定処分取消等請求事件 

国側当事者・国（生野税務署長） 

平成２６年１０月２日一部認容・棄却・控訴 

判 決 

当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり 

主 文 

１ 本件訴えのうち、次の部分をいずれも却下する。 

(1) 生野税務署長が、平成２３年３月１１日付けでした、原告に対する平成２０年分の所得税の

更正処分のうち、総所得金額６２３万６４２９円及び納付すべき税額０円を超えない部分の取消

しを求める部分 

(2) 生野税務署長が、平成２３年３月１１日付けでした、原告に対する平成２１年分の所得税の

更正処分のうち、総所得金額６９０万円及び納付すべき税額－７万０９８４円を超えない部分の

取消しを求める部分 

２ 生野税務署長が、平成２３年３月１１日付けでした、原告に対する平成１７年分、平成１８年分

及び平成１９年分の所得税の各決定処分及び各無申告加算税賦課決定処分のうち、次の部分をいず

れも取り消す。 

(1) 平成１７年分の所得税について、総所得金額１７００万６３２２円及び納付すべき税額２４

８万３７００円を超える部分並びに無申告加算税のうち３７万２０００円を超える部分 

(2) 平成１８年分の所得税について、総所得金額１３１１万８７９３円及び納付すべき税額１３

５万０３００円を超える部分並びに無申告加算税のうち２４万５０００円を超える部分 

(3) 平成１９年分の所得税について、総所得金額１億０７３６万１６２７円及び納付すべき税額

３８８９万３９００円を超える部分並びに無申告加算税のうち７７５万３０００円を超える部

分 

３ 生野税務署長が、平成２３年３月１１日付けでした、原告に対する平成２０年分及び平成２１年

分の所得税の各更正処分及び各無申告加算税賦課決定処分のうち、次の部分をいずれも取り消す。 

(1) 平成２０年分の所得税について、総所得金額３２４７万９５５９円及び納付すべき税額９０

９万３９００円を超える部分並びに無申告加算税のうち１７９万３０００円を超える部分 

(2) 平成２１年分の所得税について、総所得金額２０３０万２５１０円及び納付すべき税額３９

３万５１００円を超える部分並びに無申告加算税のうち７７万５０００円を超える部分 

４ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

５ 訴訟費用はこれを１０分し、その１を原告の負担とし、その余は被告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 生野税務署長が、平成２３年３月１１日付けでした、原告に対する平成１７年分、平成１８年

分及び平成１９年分の所得税の各決定処分及び各無申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消
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す。 

２ 生野税務署長が、平成２３年３月１１日付けでした、原告に対する平成２０年分及び平成２１

年分の所得税の各更正処分及び各無申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、生野税務署長が、競馬法に基づき勝馬投票の的中者として原告が受けた払戻金は一時所

得に該当するとした上、その総収入金額から的中した勝馬投票券（以下「馬券」という。）の購入

金額のみを控除して、原告の所得税につき、平成１７年分から平成１９年分までについては各決定

処分及び各無申告加算税賦課決定処分を、平成２０年分及び平成２１年分については各更正処分及

び各無申告加算税賦課決定処分（以下、平成１７年分から平成２１年分までを「本件各年分」とい

い、本件各年分に係る上記各処分を併せて「本件各処分」という。）を行ったのに対し、原告が、

主位的に、上記払戻金は雑所得に該当するとした上、その総収入金額から控除される必要経費には、

的中した馬券の購入金額だけではなく、外れ馬券を含む馬券の購入総額が含まれると主張するとと

もに、予備的に、上記払戻金が一時所得に該当するとしても、その総収入金額からは、外れ馬券の

購入金額を含む馬券の購入総額が控除されるべきであると主張し、本件各処分はいずれも違法であ

る等として、その全部の取消しを求めた事案である。 

 これに対し、被告は、原告の平成２０年分及び平成２１年分の所得税のうち原告の申告額を下回

る部分につき、主文１項と同旨の本案前の答弁をするとともに、本件各処分はいずれも適法にされ

たものであるとして、原告の請求を争っている。 

１ 法令の定め 

 別紙法令の定めのとおり。 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実及び各項掲記の証拠により容易に認められる事実等） 

(1) 馬券購入及び払戻金の仕組み等 

ア 馬券の種類、発売方法及び払戻金の計算方法 

 Ａ（以下「Ａ」という。）は、券面金額１０円の馬券を券面金額で発売し、かつ、１０枚

分以上を１枚をもって代表する馬券を発売することができ（競馬法（ただし、平成２４年法

律第３７号による改正前のもの。以下同じ。）５条１項、２項）、勝馬投票法については、そ

の種類ごとの勝馬の決定の方法等が定められているところ（競馬法６条、競馬法施行規則６

条、７条）、勝馬投票法の種類、勝馬の決定の方法等は、次のとおりである。 

(ア) 勝馬投票法の種類 

ａ 単勝式勝馬投票法 

 １着となった馬を勝馬とする。 

ｂ 複勝式勝馬投票法 

 原則として、３着以内となった馬を勝馬とする。 

ｃ 馬番号二連勝単式勝馬投票法 

 １着及び２着となった馬をその順位に従い一組としたものを勝馬とする。 

ｄ 馬番号三連勝単式勝馬投票法 

 １着、２着及び３着となった馬をその順位に従い一組としたものを勝馬とする。 

ｅ 枠番号二連勝複式勝馬投票法 

 １着及び２着となった馬を一組としたもの（枠番号の組合せ）を勝馬とする。 

ｆ 普通馬番号二連勝複式勝馬投票法 
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 １着及び２着となった馬を一組としたものを勝馬とする。 

ｇ 拡大馬番号二連勝複式勝馬投票法 

 １着及び２着となった馬、１着及び３着となった馬、２着及び３着となった馬をそれ

ぞれ一組としたものを勝馬とする。 

ｈ 馬番号三連勝複式勝馬投票法 

 １着、２着及び３着となった馬を一組としたものを勝馬とする。 

ｉ 五重勝単勝式勝馬投票法 

 同一の日の五つの競走につき単勝式勝馬投票法により勝馬となったものを一組とし

たものを勝馬とする。 

(イ) 発売方法 

 全国１０か所の競馬場の窓口における場内発売及び全国４２か所の場外馬券売場にお

ける発売のほか、Ａと「Ｂに関する協定」（以下「Ｂ約定」という。）又は「Ｃに関する約

定」を結んだ者は、電話やパーソナルコンピュータを利用したＨ方式により馬券を購入す

ることができる。 

 Ｈ方式によれば、パーソナルコンピュータやＷｅｂ機能付き携帯電話、スマートフォン

を用いてインターネット経由で馬券の購入を申し込むことができる。Ｂの加入者は、加入

時にＡが指定する銀行にＢ専用口座を開設しなければならず、同専用口座では、競馬開催

日及びその前後で各銀行が別に指定する時間は、原則として入出金を行うことはできない

ため、Ｂの加入者は、事前に馬券の購入資金を同専用口座に入金しておく必要があるが、

競馬開催日の前日のＢ専用口座の残高から、Ｂで購入した馬券の金額を差し引き、確定し

た払戻金等の金額を加算した額を限度として、馬券の購入ができることとされているため、

Ｂで購入した馬券が的中した場合、確定した払戻金等の額を、その後の競走における馬券

の購入に充てることができる。Ｂで購入した馬券の購入金額の支払と、的中した馬券に係

る払戻金等の振込みは、一節（Ａが競馬を開催する日又は地方競馬の競走に係る馬券の発

売を行う日であって、開催日以外の日のうち特に指定する日１日、馬券発売日が２日以上

連続する場合は、その連続する馬券発売日を併せた期間、又は馬券発売日（２日以上連続

する場合を含む。以下同じ。）と馬券発売日との間の日が土曜日、日曜日若しくは国民の

祝日に関する法律に規定する休日である場合は、その前後する馬券発売日を併せた期間を

いう。以下同じ。）における購入金の支払及び一節における払戻金等の交付として、その

節の直後の銀行営業日にＢ専用口座において行われ、同口座への入出金の記録は、それぞ

れの金額が総額で併記される（したがって、Ｂ専用口座を用いた馬券購入のうち、その節

における馬券の購入費用の総額及び払戻金の総額は同口座の履歴として記録されること

となる。）。 

(ウ) 払戻金の計算方法 

 Ａは、競馬法７条の規定に基づき、各種類の勝馬投票法の勝馬投票の的中者に対し、当

該競走に対する馬券の売得金（馬券の発売金額から同法１２条の規定により返還すべき金

額を控除したもの。以下同じ。）の額を勝馬投票法の種類ごとに区分した金額について、

付録に定める算式によって算出した金額を控除、加算等した金額を当該勝馬に対する各馬

券にあん分した金額を、払戻金として交付する。ただし、重勝式勝馬投票法の種別であっ

て勝馬の的中の割合が低いものとして農林水産省令で定めるものについての勝馬投票の
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的中者がない場合における売得金は、その金額から一定の金額が持ち越され、その後最初

に的中者があるものに係る加算金とされる（同法７条２項、９条）。 

 なお、このように計算された払戻金の総額は、馬券の種類にもよるが、概ね馬券の発売

金額の約７５％になる。 

イ 馬券の発売及び払戻金の交付 

 馬券の発売は、その競走に出走すべき馬が確定した後に開始し、その競走の発走の時まで

に締め切らなければならず（競馬法施行令８条）、勝馬投票法の種類ごとの勝馬は、その競

走の開催執務委員の着順の宣言により確定し（競馬法施行規則７条８項）、勝馬投票の的中

者に対しては払戻金が交付される（競馬法７条）。 

(2) 原告による馬券の購入及び払戻しの状況 

ア 本件各年分における原告の馬券購入状況 

 原告は、本件各年分において、Ｂの加入者であり、Ｄ銀行江坂支店に原告名義のＢ専用口

座（以下「本件Ｈ口座」という。）を開設し、同口座を利用して馬券を購入していた。 

 原告は、上記の馬券購入に当たっては、インターネットを通じて競馬に関するデータを取

得し、当該データに基づいて予想を行うソフトウエア「Ｇ」を利用して、所有するパーソナ

ルコンピュータからＢによる馬券の購入申込みを行っており、本件Ｈ口座における本件各年

分における原告の馬券の総購入金額は、別表１「原告所有のパーソナルコンピュータに保存

されていたデータに基づく差引金額の計算」の「②総購入金額」欄記載のとおりである。 

 原告は、馬券を購入するに当たり、回収率（合計購入金額に対する合計払戻金の比率をい

う。以下同じ。）を高めることを重視して、独自の想定に基づき、多種類の馬券を、Ｈ口座

の残高によって自動的に算定される投票限度額に依拠しつつ回収率が高まる方法で購入す

ることとし、回収率を高めるため、過去のレースにおける様々な記録を取り寄せ、統計的な

判断に依拠しながら、その中から導き出せる普遍的要素ないし傾向を分析した。原告は、そ

の分析の結果を一定の抽出条件として反映させるようにコンピュータソフトを設定するこ

とにより、当該条件に見合う購入すべき馬券をコンピュータで自動的に抽出できるようにし

た上、原告が定めた条件に従った馬券の購入を自動的に行わせた。その際、原告の想定にお

いては過去の記録に基づく統計的な判断や普遍的要素ないし傾向が重視されているため、原

告は、個別のレースにおける偶発的要素による影響をできるだけ排除するため、条件に見合

うレースと馬券がある限り、できるだけ多数のレースにおいて多種類の馬券を網羅的に購入

し、これを長期的に繰り返すことを重視した。その結果、原告の馬券購入は、平成１７年か

ら平成２１年にかけての全競馬場の競走回数のうち、新馬戦及び障害レースを除いた競走回

数の６５％から９５％（平成１７年は３０６３回のうち２０１４回（６５．７５％）、平成

１８年は３０７０回のうち２２９３回（７４．６９％）、平成１９年は３０６３回のうち２

７４９回（８９．７５％）、平成２０年は３０５７回のうち２９２３回（９５．６２％）、平

成２１年は３０５３回のうち２４４５回（８０．０９％））に及び、各節ごとの馬券購入総

額は、平成１７年５月以降は百万円を超えるようになり、同年１０月以降は数百万円単位と

なることが常態化するようになっていた。（甲９、１６、１８、２２、乙２０） 

イ 本件各年分における払戻金等の状況 

 原告が馬券購入に用いていた上記アのパーソナルコンピュータには、本件各年分において、

原告が購入した馬券の種類や金額とともに、的中した馬券に係る払戻金の額が記録されてい
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るところ、本件各年分において、同パーソナルコンピュータに保存されている本件Ｈ口座に

おける取引に基づいて原告が受領した払戻金の額（以下「本件競馬所得」という。）は別表

１「原告所有のパーソナルコンピュータに保存されていたデータに基づく差引金額の計算」

の「①払戻金」欄記載のとおりであり、当該払戻金に係る的中馬券の購入金額は、同別表の

「④的中馬券購入金額」欄記載のとおりである（なお、原告は、別紙「原告の実際の所得金

額（原告の主張）」のとおり、Ｅ銀行及びＦ銀行のＨ口座においても、上記アと同様の方法

により馬券の購入と払戻金の支払を受けたことを主張している。）。 

(3) 原告の収入等の状況 

ア 原告は、平成１７年から平成２１年まで、勤務先から給与を受けながら、上記(2)のとお

り、馬券を購入し、払戻金の交付を受けていた。 

イ 原告は、馬券の購入を事業として行っていたものではない。 

(4) 原告の本件各年分における所得税の申告状況 

ア 平成１７年分から平成１９年分まで 

 原告は、平成１７年分から平成１９年分までについて、所得税の確定申告書を所轄税務署

長に提出していない。 

イ 平成２０年分 

 原告は、平成２０年分について、同年分の所得税の法定申告期限である平成２１年３月１

６日までに所得税の確定申告書を所轄税務署長に提出せず、同日が経過した後である平成２

３年２月１０日、国税電子申告・納税システムを利用して、平成２０年分の所得税の期限後

申告書を所轄税務署長に提出した。 

 原告が同期限後申告書によって申告した総所得金額及び給与所得並びに納付すべき税額

の額は、別表２「課税の経緯」の平成２０年分の「確定申告」欄における「総所得金額」欄、

「給与所得の金額」欄及び「納付すべき税額」欄記載のとおりであり、馬券の払戻金に係る

所得に関する記載はない。 

ウ 平成２１年分 

 原告は、平成２１年分について、同年分の所得税の法定申告期限である平成２２年３月１

５日までに所得税の確定申告書を所轄税務署長に提出せず、同日が経過した後である平成２

３年２月１０日、国税電子申告・納税システムを利用して、平成２１年分の所得税の期限後

申告書を所轄税務署長に提出した。 

 原告が同期限後申告書によって申告した総所得金額及び給与所得並びに納付すべき税額

の額は、別表２「課税の経緯」の平成２１年分の「確定申告」欄における「総所得金額」欄、

「給与所得の金額」欄及び「納付すべき税額」欄記載のとおりであり、馬券の払戻金に係る

所得に関する記載はない。 

(5) 本件各処分 

ア 原告は、平成２２年４月以降、馬券の払戻金に関する所得（本件競馬所得）について、平

成１７年分から平成２１年分までの所得税確定申告書を法定の申告期限までに所轄税務署

長に対して提出しなかったとして、大阪国税局による税務調査を受け、その結果、生野税務

署長は、平成２３年３月１１日付けで、平成１７年分から平成１９年分までの所得税の各決

定処分（以下「本件各決定処分」という。）及び各無申告加算税賦課決定処分並びに平成２

０年分及び平成２１年分の所得税の各更正処分（以下「本件各更正処分」という。）及び各
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無申告加算税賦課決定処分（以下、本件各年分における各無申告加算税賦課決定処分を併せ

て「本件各賦課処分」という。）をした（本件各処分）。 

イ 本件各処分において認定された原告の本件各年分の総所得金額、一時所得の金額、納付す

べき税額、無申告加算税の額は、別表２「課税の経緯」の「決定処分」欄ないし「更正処分」

欄における「総所得金額」欄、「一時所得の金額」欄、「納付すべき税額」欄及び「無申告加

算税の額」欄に記載のとおりであり、その計算根拠は、別紙「原告の本件各年分における納

付すべき所得税の額の計算根拠（被告の主張）」及び同「本件各賦課処分の根拠（被告の主

張）」のとおりである。 

(6) 原告が受けたその他の課税処分 

 原告は、上記(5)の所得認定に基づき、豊中市長又は大阪市長から、別紙「原告に対する住

民税等の課税処分の額」記載のとおり、課税処分を受けた（甲２９）。 

(7) 本件訴えに至る経緯 

ア 原告は、平成２３年４月６日付けで生野税務署長に対し本件各処分への異議を申し立てた。 

イ 原告は、平成２４年２月２７日、生野税務署長が上記アに対する決定を行わないまま３か

月が経過したため、国税不服審判所長に対し、審査請求をした。 

ウ 国税不服審判所長は、平成２４年１１月２６日付けで、上記イの審査請求を棄却する旨の

裁決をし、同裁決は同月２９日ころ、原告に送達された（弁論の全趣旨）。 

エ 原告は、平成２５年１月２５日、本件訴えを提起した（顕著な事実）。 

(8) 刑事裁判の判決 

ア 原告は、給与所得のほか、馬券の払戻金により収入を得ていたにもかかわらず、平成１９

年分から平成２１年分までの所得税につき法定期限内に申告をしなかった旨の所得税法違

反の罪によって起訴され、大阪地方裁判所は、原告が馬券の払戻金により受けた収入が雑所

得に当たり、馬券購入総額が必要経費として控除される旨を判示した上で、次のとおりの罪

となるべき事実を認定し、原告を懲役２月に処するとともに、判決確定の日から２年間執行

を猶予する旨の判決（以下「本件刑事地裁判決」という。）をした（甲２４）。 

(ア) 平成１９年分の総所得金額が１億０７３０万８８１７円であり、これに対する所得税

額が３８８７万２７００円であるにもかかわらず、正当な理由がないのに、同年分の法定

申告期限である平成２０年３月１７日までに確定申告書を提出しなかった。 

(イ) 平成２０年分の総所得金額が３２６０万８６２９円であり、これに対する所得税額が

９１４万５５００円であるにもかかわらず、正当な理由がないのに、同年分の法定申告期

限である平成２１年３月１６日までに確定申告書を提出しなかった。 

(ウ) 平成２１年分の総所得金額が２０２４万６０１０円であり、これに対する所得税額が

３９８万３７００円であるにもかかわらず、正当な理由がないのに、同年分の法定申告期

限である平成２２年３月１５日までに確定申告書を提出しなかった。 

イ 検察官は、本件刑事地裁判決に対して控訴したが、大阪高等裁判所も、原告が馬券の払戻

金により得ていた収入は雑所得に該当し、馬券の総購入金額を必要経費として控除できる旨

を判示し、控訴を棄却する旨の判決（以下「本件刑事高裁判決」という。）をした（甲４８）。 

３ 争点及びこれに関する当事者の主張 

(1) 本件競馬所得は、所得税法上、一時所得に該当するか、雑所得に該当するか。 

（被告の主張） 
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ア 一時所得及び雑所得の判断基準 

(ア) 一時所得に該当するためには、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所

得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得であること（以下「除外要件」という。）

を前提として、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得」である

こと（以下「非継続性要件」という。）、「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価として

の性質を有しないもの」であること（以下「非対価性要件」という。）の各要件を具備し

ていることが必要となる。 

 そして、利子所得ないし譲渡所得に分類される所得については、それぞれの所得の源泉

が客観的に存在し、積極的な定義規定が置かれているが、一時所得は、所得の源泉自体が

極めて主観的であり、必ずしも計画的・打算的なものといえないところに特色がある。 

 そのため、非継続性要件を満たすか否かは、所得の基礎に源泉性を認めるに足る継続性、

恒常性がないといえるか否かを基準として判断すべきである。なお、「一時の所得」であ

るという要件は、所得が一時的・偶発的な性質を持つものであることを明確にしたもので

あるが、一時所得を生ずる行為がたまたま連続した場合であっても、その行為の間に計画

的関連性がないときには、その所得が、一時的・偶発的な性質を持つものであることに変

わりはない。 

 非対価性要件は、たとい営利を目的とする継続的行為から生じた所得とはいえない一時

的な所得であっても、役務提供の対価（報酬）としての性質をもつ限り偶発的な所得では

ないとして、一時所得を一時的、偶発的な所得を中心として分類しようとする考え方に基

づくものである。 

(イ) 雑所得は、所得税法が人の担税力を増加させる経済的利得は全て所得を構成するとい

う包括的所得概念の下、最後に雑所得というバスケット・カテゴリーを設け、他の所得区

分に該当しないものは全てこの所得区分で受ける方法を採ったものであるから、その所得

が雑所得に当たるか否かは、除外要件を満たすことを前提に、一時所得に当たるか否かで

決せられることになる。 

イ 本件競馬所得の一時所得該当性 

(ア) 本件競馬所得の発生の態様 

 本件競馬所得に係る収入は、Ａから原告に対して交付された的中馬券に対する払戻金で

あり、原告が購入した馬券が的中したという事実の発生にある。 

(イ) 除外要件 

 本件競馬所得が、利子所得、配当所得、不動産所得、給与所得、退職所得、山林所得、

譲渡所得のいずれにも該当しないことは明らかである。 

 加えて、上記(ア)の発生の態様や、原告が給与所得者であって勤務先に勤務する傍らで

競馬が開催される主に土曜日、日曜日に馬券を購入していたこと、競馬はいわゆるギャン

ブルであって射倖性が強いことからすると、本件競馬所得は、社会通念上、所得税法施行

令６３条各号に規定する「事業」から生じたものとは認められないから、本件競馬所得は

事業所得にも該当しない。 

 そうすると、本件競馬所得は、除外要件を満たす。 

(ウ) 非継続性要件 

 馬券の的中は、競走に出走した競走馬の着順に従って確定する事柄であるところ、競走
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の結果は、馬や騎手の能力・適性、競走の条件などにも左右されるほか、当日の体調や天

候などの偶然の事情にも影響を受けるものであり、一般に射倖性が強いと解されている。

また、馬券の的中による払戻金の受領は、原告による馬券購入行為の後に来る、原告の行

為が全く関与しない偶然の事象によるものである。加えて、能力が高い馬は勝率が高い一

方、オッズが下がり、能力が高くない馬はオッズは高いが勝率が低くなるところ、いずれ

の場合も、払戻金は売得金から一定額を控除してあん分するため、儲けることができるの

は、ますます偶然でしかない。以上を総合すると、本件競馬所得は偶発的に生じた所得と

いえる。 

 また、各競走については、個別に出走馬や競走の条件などが決定されており、さらに、

馬が生き物である以上、成長もすれば、衰えることもあり、その成長等の過程も早熟型、

晩成型等、馬ごとに異なるものであって、出走馬の能力自体も決して固定されたものでは

ないことからすると、各競走の結果は他の競走の結果に何ら影響を与えるものではなく、

各競走は、個々に独立して行われていることとなる。そうすると、購入した馬券が的中す

るか否かも、個々の競走ごとに独立して発生する事柄であり、相互に関連するものではな

いから、仮に、複数の競走において購入した馬券が的中したとしても、それによって交付

を受けた払戻金に係る所得は、それぞれ偶発的に生じたものであることに変わりはない。 

 さらに、馬券にはいくつかの種類があるので、１つの競走において購入した複数の種類

の馬券が的中することもあり得るが、馬券が的中するか否かは、競走の結果すなわち出走

馬の着順が確定することによって自動的に決まるものであるから、的中した複数の種類の

馬券が相互に影響を与えているわけではなく、個々の馬券について、的中という事実がそ

れぞれ偶発的に生じたものであることに変わりはなく、このことは、的中した馬券を多額

に購入していたとしても同様である。 

 そして、偶発的な原因が偶々連続して所得が発生したとしても継続的、恒常的な所得と

は言い難いことから、「継続的行為」とは、量的な概念ではなくて、質的な概念と解する

のが相当であるところ、原告の払戻金に係る収入は、月単位でみれば回収率が１００％を

割り込んだ月が連続している時期もある上、データの蓄積によって予想が精緻化していっ

たはずである平成２０年分及び平成２１年分の方が、月単位の回収率が１００％を割り込

む月数が増えているのであって、この事実は、結局、原告が一定以上に維持しようとした

回収率ですら、偶然に左右されるものであることを端的に示している。 

 以上からすると、購入した馬券が的中したことによって交付を受けた払戻金に係る所得

は、仮に、それが複数かつ連続的に生じたものであっても、所得の基礎に源泉性を認める

に足る継続性、恒常性があるとはいえず、非継続性要件を満たす。 

 これに対し、原告は、所得源泉説にいう所得の基礎の源泉性は継続的な収入、つまり毎

年繰り返し収入が生ずるものを所得とするものと解した上で、本件競馬所得に所得源泉性

があると主張するが、現行の所得税法における所得の源泉とは、単に所得の発生原因を意

味するものであり、源泉という用語に継続性、恒常性のあることが含まれているという理

解は正しくない。このことは、同法１６１条１号を受けた所得税法施行令２８１条５号が、

「国内に源泉のある所得」として、「国内においてした行為に伴い取得する一時所得」を

規定していることからも明らかである。そうすると、原告の主張は理由がない。 

 また、原告は、原告が精緻なシステムを構築した上で馬券を購入したことから継続性が
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ある等とも主張するが、いかに精緻なシステムを構築しても、それが馬券の的中を左右す

るものではなく、馬券を購入しなければ払戻金が発生することはあり得ないし、他方、精

緻なシステムを構築しなくても払戻金を得ることはできるから、システムの構築自体から

所得が生じたとは到底いえない。原告は、馬券の的中を左右することができないからこそ、

多数の外れが出ても結果的に一定以上の回収率を維持できるような組合せを模索してい

たにすぎないのであって（しかも、短期的には必ずしも成功していない。）、原告が予想の

ためのシステムを構築したことは、所得の発生そのものに何ら影響を与えていないから、

原告の主張は理由がない。 

(エ) 非対価性要件 

 馬券が的中したことによって交付された払戻金は、原告がＡに対して何らかの役務を提

供した対価として交付されたものではないし、資産を譲渡した対価として交付されたもの

でもないから、本件競馬所得は、非対価性要件を満たす。 

 原告は、本件競馬所得は独自のシステムの構築とそれに基づく独特の購入方法によるも

のであるから、役務の対価としての性質を有すると主張するが、提供した役務が対価性を

有するというためには、当然のことながら、当該所得が役務の提供先から得られるもので

あることが必要であるところ、原告がいう役務の提供先は専ら原告自身であって、払戻金

の支払者であるＡではない。そうすると、本件競馬所得に役務の対価としての性質が認め

られないことは明らかである。 

 これに対し、原告は、厳密に対価といえない場合であっても広く見返りといえるような

ものも対価の性質を有するものに包摂されると主張するが、役務の提供先と金銭を交付す

る者が全く別である場合には、もはや見返りともいえないから、失当である。 

(オ) 学説及び裁判例の理解 

 競馬の払戻金が一時所得に該当することは、一時所得には「懸賞金、競馬の払戻金、

（・・・）等が、それに含まれる。」と金子宏東京大学名誉教授が記述するなど、租税法

に関する複数の文献で指摘されている。また、本件刑事地裁判決も、「原則として、馬券

購入行為については、所得源泉としての継続性、恒常性が認められず、当該行為から生じ

た所得は一時所得に該当する。」と判示している。 

(カ) 馬券の払戻金に係る所得は担税力が低く、一時所得とするのが相当であること 

 一時所得及び雑所得は、所得税法によって積極的な定義付けをすることが困難であり、

法の趣旨目的に沿うように解釈すべきであるところ、所得税法が、所得をその源泉ないし

性質に応じて利子所得ないし雑所得の１０種類に分類した趣旨は、各種所得の金額の計算

においてそれぞれの担税力の相違を加味しようという考慮に基づくものであると解すべ

きであるから、担税力がどのようなものと考えられているかについても考慮すべきである。 

 しかるところ、所得税法３４条１項の規定は、戦前の所得源泉説の影響を残すものであ

り、所得の発生原因に継続性、恒常性が認められない一時所得は担税力が低いとの考慮か

ら、その２分の１のみが課税の対象とされている（所得税法２２条２項２号）。そうする

と、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」に該当するか否かは、単に、納税者

の行為が多数回にわたるか否かという量的な観点から決するべきではなく、所得の発生原

因がその他の所得と同程度に、客観的に納税者の担税力を増加させるようなものか否か、

すなわち、継続的、恒常的に発生するものか否かという観点も加味して検討すべきである。 



10 

 本件競馬所得は、たまたまある期間を取り出してみると利益を上げているように見える

が、取り出す期間の長さ等が異なれば利益が上がっていないなど、馬券がたまたま的中す

るという一時的・偶発的事象により生じるものにすぎないから、その発生原因からして、

継続的、恒常的に発生するような所得と同じレベルで納税者の担税力を増加させるような

ものであるとはいえず、実質的にみても、一時所得とみることが所得税法の趣旨目的に沿

う。 

 この点、原告は、原告が行った本件Ｈ口座を用いた競馬取引においては、原告自身が払

戻金の全額を得るわけではなく、払戻金と馬券購入代金との決済差額を得るのであるから、

原告が払戻金を原資としてその後の競走における馬券購入をしたという被告の認識は明

らかな誤りであり、払戻金の全てが原告の担税力を増加させるものではない等と主張する

が、Ｂ口座を用いた場合であっても、馬券購入者は、Ｂ口座を用いた競馬取引において購

入した馬券が的中した場合、確定した払戻金の額をその後の競走における馬券の購入に充

てることはできるのであるし、払戻金を次のレースの馬券の購入資金に充てるか、それを

確保して後日払い戻すかは、当該払戻金を得た者の任意の判断によるのであるから、原告

の主張は事実に反する。 

ウ 本件競馬所得は雑所得に該当しないこと 

(ア) 原告は、多種類かつ多数の馬券を購入したことから、本件競馬所得は「営利を目的と

する継続的行為から生じた所得」に該当すると主張するが、多種類かつ多数の馬券を購入

しているからといって、必ずしも購入した馬券が的中して払戻金の交付が受けられるとは

限らず、払戻金を受けることができたのは、購入した馬券が的中したという事実の発生に

その原因ないし基礎があるというべきである。 

 したがって、原告の主張は、競馬の払戻金を得るためには、必然的に購入した馬券が的

中するという偶発的な事象を伴うことを看過し、あたかも馬券の購入行為のみから払戻金

を獲得することができるかのような誤った認識を前提としているものであり、その前提と

する所得の基礎の理解を誤ったものであるから理由がない。 

 この点、原告は、原告の馬券購入方法の特異性を主張するが、原告の馬券購入方法は、

一般的な馬券の購入方法と比べて、何ら特異なものではない。 

(イ) 原告が、個々のレースをその都度予想するというのではなく、「Ｇ」を基に構築した

システムを用いて、利益を得る目的で継続的に馬券を購入していたとしても、それは原告

の主観ないし個人的な理由にすぎない。仮に、どのような買い方をしていたかによって、

取得する経済的利得の内容は同じであるにもかかわらず所得の区分が変わってくるとい

うことになれば、一般的な解釈、すなわち、的中馬券に対する払戻金に係る所得が一時所

得であるという解釈によらず、納税者がどのような馬券の購入の仕方をしていたかによる

個別的な解釈によって、所得の区分が異なることになるが、そのような考え方は課税の概

念を著しく不安定にするものであり、かつ、租税の法的安定性及び予測可能性を著しく害

するものであるから、採用し得ない。 

(ウ) 原告は、原告の馬券購入行為は資産運用の一種である等と主張するが、通常、馬券購

入者は、それぞれが独自の方法でより多くの分配を得ようとしているのであり、この観点

（馬券購入者の意思、目的）から見れば、原告の馬券購入方法も一般的な馬券購入者の馬

券購入方法と何ら変わるところはない。そして、馬券購入のシステム等が変わらない以上、
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馬券購入者が、的中する馬券をどのような方法で予想し、馬券をどのような方法で購入し

ようとも、そのギャンブルたる性質が変わるものではない。このことは、馬券の購入回数

が膨大であり、馬券の購入方法が機械的であったとしても何ら変わるものではない。 

 以上のとおり、原告の馬券購入はギャンブルの域を出ないのであり、仮に原告が「資産

運用」という用語を、ギャンブルなどを含まない経済活動による資産の活用という意味で

使っているのであれば、原告の主張には理由がないし、仮に原告が、経済活動のようなも

のに限定せず、広く資産を何らかの形で活用してこれを増やそうとする活動を指して資産

運用と言っているのであれば、そのような資産運用に当たるかどうかは、せいぜい営利目

的があることを根拠づけるだけであり、所得区分とは無関係である。 

(エ) 原告は、先物取引やＦＸ取引に係る所得が雑所得に分類されることから、それとの類

似性に照らしても、本件競馬所得は雑所得と分類されるべきであると主張するが、先物取

引やＦＸ取引の本質は商品等の売買取引であり、その差金決済に係る取引も、商品等の売

りと買いを同時に行う取引である。したがって、差金決済により生ずる損益は、商品等の

売却金額と取得価額との差額として生ずる。個々の差金決済による損益は、それぞれが、

資産の売却金額相当額から取得価額相当額を差し引いて計算されるものであるから、同損

益は「資産の譲渡の対価としての性質を有するもの」に該当すると解することが可能であ

る。その結果、このような損益は、一時所得の非対価性要件を満たさず、雑所得（又は事

業所得）に当たると考えられる（なお、差金決済に係る取引においては、実際に商品等の

引渡しが行われないため、当該取引により生じた損益を資産の譲渡による所得として譲渡

所得に該当するということは困難である。）。また、先物取引等は、対象とする商品又は外

国通貨の売買を行う取引であるから、その本質がギャンブルである競馬における馬券購入

行為とは、行為の性質が根本的に異なる。そうすると、先物取引等の差金決済に係る所得

は、資産の譲渡の対価としての性質を有することを理由として、一時所得該当性を否定さ

れて雑所得に該当すると解されるのであるから、先物取引等の差金決済に係る所得が本件

競馬所得と類似性を有することを根拠として、同所得の所得区分を判断すべきとする原告

の主張は理由がない。 

(オ) 本件刑事高裁判決は、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所

得」か否かについては、所得源泉性などという概念を媒介とすることなく、行為の態様、

規模その他の具体的状況に照らして判断するのが相当であると判示した上、同要件の内容

自体からして、行為の本来の性質だけでなく、行われる回数や頻度等の反復性に関する事

情を当然に考慮に入れるべきであり、ある一回の行為から生じた行為の性質等に照らして

一時所得と解される場合であっても、その行為が一定期間に頻繁に繰り返されることなど

によって営利目的性及び継続性が認められれば、異なる所得に区分されることを肯定すべ

きであるとして、本件競馬所得は雑所得に分類されると判断した。 

 しかしながら、上記のような単純な文理解釈は誤りであり、文理解釈によって規定の意

味内容を明らかにすることが困難な場合に、規定の趣旨目的に照らしてその意味内容を明

らかにしなければならないことはいうまでもない。そして、所得は、人の総合的担税力の

標識として最も優れており、所得税は基礎控除等の人的諸控除及び累進課税と結びつくこ

とによって、担税力に即した公平な税負担の配分を可能にするのであり、所得税法は、所

得をその源泉ないし性質に応じて、利子所得ないし雑所得の１０種類に区分している。こ
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れは各種所得の金額の計算においてそれぞれの担税力の相違を加味しようという考慮に

基づくものである。一時所得及び雑所得は、全ての利得を課税所得に取り込むための所得

という性質上、その内容について積極的な定義づけは困難であり、「営利を目的とする継

続的行為から生じた所得」という要件は、解釈の余地を残すものであるから、所得税法の

趣旨目的に照らして、その意味内容を解釈する必要がある。そして、所得の区分に当たっ

ては、所得をその源泉ないし性質に応じて分類し、所得の発生原因に継続性、恒常性が認

められない一時所得は、担税力が低いとの考慮から、その２分の１のみが課税の対象とさ

れている（同法２２条２項２号）ことを考慮すべきである。しかるところ、本件刑事高裁

判決は、所得の性質や同法の趣旨目的を一切考慮していないものであり、その解釈の根拠

は乏しい。 

(カ) 本件刑事高裁判決は、所得が営利を目的とする継続的行為「から生じた」場合に雑所

得となる旨が規定されているにもかかわらず（所得税法３４条１項）、馬券購入行為の継

続性をもって、本件競馬所得が雑所得であると判断している。しかしながら、「から生じ

た」という文言の文理からすれば、本件競馬所得は原告による馬券の購入及び購入した馬

券の的中によって生じたものであることを踏まえて非継続性要件の該当性を判断すべき

ところ、そのような所得の発生原因の全体を考慮せず、発生原因の一部分である馬券購入

行為のみを取り上げて、「営利を目的とする継続的行為」に該当するか否かで結論を得よ

うとする判断は、所得税法３４条１項の「から生じた」という文言に反しており、文理解

釈においても誤っている。 

(キ) 本件刑事高裁判決は、購入や払戻しの履歴が記録化され、態様や規模が客観的に明ら

かになる馬券購入行為については、その払戻金に課税しようとする場合、「営利を目的と

する継続的行為から生じた所得」に当たるか、それ以外の「一時の所得」に当たるのかを

明確に判断できると判示するが、結局、具体的な基準は明確にはされていない。 

（原告の主張） 

ア 「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」に該当すること 

(ア) 原告の活動の特殊性 

 原告が行った取引の詳細は、以下のとおりである。 

ａ 中央競馬の概要等 

 中央競馬は、Ａが主催する競馬であり、基本的には毎週土曜日と日曜日に開催される。

開催日には、全国１０か所の競馬場のうちの２又は３か所で競馬が行われる。 

 各競馬場では、基本的に１日に１２レースが行われ、各レースでは最大１８頭の馬が

出走する。出走する各馬には、１から１８までの馬番号と、１から８までの枠番号が割

り当てられ、これらの馬番号や枠番号を用いて勝馬投票が行われる。 

ｂ 原告が主に購入していた馬券の種類 

 原告が主に購入していた馬券に係る勝馬投票法は、「馬連」（１着と２着の馬（馬番

号）の組み合わせ（着順不問）を当てるもの）、「馬単」（１着の馬（馬番号）と２着の

馬（馬番号）の両方を当てるもの）及び「３連複」（１着から３着までの３頭の馬（馬

番号）の組み合わせ（着順不問）を当てるものの３種類である。 

ｃ 原告が利用していたサービス 

 原告が使用していた予想ソフト「Ｇ」は、有料の競馬データ提供サービスによって提
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供される競馬データを利用して、馬柱を表示したり、買い目を抽出したりするほか、Ｂ

を通じて馬券を自動的に購入することなどができる有料のソフトウェアであり、原告は、

その諸機能を駆使して、馬券購入行為を行った。 

 Ｂでは、パーソナルコンピュータ等で馬券を購入することができるところ、原告はＤ

銀行、Ｅ銀行及びＦ銀行に専用口座を開設し、Ｄ銀行のＨ口座（本件Ｈ口座）を主に利

用しながら、パーソナルコンピュータを利用して馬券を購入していた。Ｈ口座の入出金

の記録は、節ごとに購入した全馬券の合計金額が出金として記録され、それらの馬券の

合計払戻金（返還金も含む。）が入金として記録される。 

ｄ 原告の具体的な馬券購入方法 

 原告は、馬券の購入金額を上回る金額の払戻金を得て、効率よくＨ口座の残高を増や

すことができるように、上記各専用口座を用いた馬券購入において、いずれも次のとお

り、膨大なデータの取得をツールとして利用しながら、極めて詳細で合理的な調査・研

究を行い、回収率を高める要素が認められ、購入金額を超える払戻金の支払が期待でき

る馬券を抽出し、効率よく残高が増えるように構築した金額式に従って馬券を購入し、

その際、原告は、的中率（購入した買い目の数に対する的中した買い目の数の比率をい

う。以下同じ。）がどれだけ高くても、回収率が低ければ払戻金の総額が増えることは

期待できないため、的中率は無視することとし、前走着順のほか、競走馬の血統、騎手、

枠順、性別、負担重量といった要素を独自に分析し、インターネットによる馬券購入サ

ービスを利用することにより、パーソナルコンピュータを用いて自動的に、全ての競馬

場の、新馬戦と障害レースを除く全てのレースにおいて、極めて多種類かつ多額の馬券

を購入し、多数回かつ多額の払戻金の支払を受けることによって、平成１７年分から平

成２１年分までの５年間にわたり、継続して利益を上げた。原告が極めて多種類かつ多

数の馬券の購入を繰り返したのは、このような購入を行った方が、個別のレースの結果

の影響を小さくして、長期的かつ統計的に見て、利益を上げることを期待できるからで

あり、このような原告による活動は、正に利益を得ることを目的として継続的に行う経

済活動にほかならず、「営利を目的とする継続的行為」に該当し、これによって得られ

た払戻金は「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」に該当する。 

① 過去データの分析 

 予想ソフトには、競馬データ提供サービスによって提供されている過去のデータに

基づいて、ユーザが任意に設定した条件に当てはまる買い目を買った場合の的中率や

回収率を計算して表示する機能があるところ、原告は、これらを駆使し、例えば、前

走着順と単勝馬券の回収率等の関係を期間を変えるなどして繰り返し分析するなど

し、その分析に際しては、回収率が低ければ、払戻の総額が増えると期待できず、長

期的に見れば収支のマイナスが大きくなるため、回収率を重視し、的中率は無視する

などし、前走着順のほか、競走馬の血統、騎手、枠順、性別、負担重量といった要素

についても、休日を利用して数か月を費やして、分析を繰り返して普遍的な傾向がみ

られるか否かを判断し、回収率を高める要素として約４０のファクターを採用した。 

② ユーザ得点の計算式の作成 

 予想ソフトには、レースに出走する馬ごとに独自の得点を計算し、この得点と独自

の抽出条件により馬券の買い目を抽出する機能があり、ユーザは予想ソフトに既定の
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得点や抽出条件の代わりに、独自に考えた得点（以下「ユーザ得点」という。）や抽

出条件（以下「ユーザ抽出条件」という。）を利用して、馬券を抽出することもでき

るところ、原告は、このような機能を利用し、過去のデータを分析した結果に基づい

て、回収率を高める馬に係る馬券を抽出できるよう、ユーザ得点の計算式を作成した。 

③ ユーザ抽出条件の作成 

 原告は、回収率を高めるために約４０のファクターを採用し、これに基づいてユー

ザ得点を設定したことから、得点の高い馬や、その馬の組み合わせに対応する買い目

ほど、より高額の払戻金を得ることを期待できる。原告は、馬券の種類ごとに、ユー

ザ得点が何点以上であれば、回収率が１００％を超え、馬券の購入費用を超える払戻

金を得る見込みが高いのかを、過去データを用いて検証し、２頭の馬のユーザ得点の

合計に基づいて、回収率が１００％を超える合計得点のしきい値を、過去のデータに

基づいて決定し、回収率が１００％を超える見込みが高い組み合わせに係る馬券を購

入するためのユーザ抽出条件を設定した。 

④ 金額式の作成 

 予想ソフトを用いれば買い目の購入金額を自由に設定することができるところ、原

告は、単勝馬券の金額式を「投票限度額×０．０８÷単勝オッズ」と設定し、馬連馬

券の金額式を「投票限度額×０．０８÷連勝オッズ」と設定した。 

 上記金額式にいう投票限度額とは、Ｈ口座の現在の残高であるところ（なお、節の

期間中は、Ｈ口座の残高は実際には変動していないため、馬券の購入や払戻しに応じ

た、いわば仮想的な残高である。）、上記金額式によれば、Ｈ口座の残高と馬券の購入

金額が比例しているため、Ｈ口座の残高が増えた場合は、これに応じて馬券の購入金

額を増やすことができ、Ｈ口座の残高が減った場合には購入金額を減らし、連敗が続

いたとしてもＨ口座がすぐに底をつくことが防がれていた。 

 また、上記金額式によれば、購入金額はオッズに反比例しているところ、その理由

は、収支のムラを無くすためであった。例えば、２倍のオッズの馬券と１００倍のオ

ッズの馬券を同じ金額で購入し続けた場合には、たとい２倍のオッズが２回に１回以

上の頻度で的中し、１１０％の回収率を達成していたとしても、１００倍のオッズの

馬券が９９連敗したとすれば、トータルの回収率は約５０％になり、残高が大きく減

ってしまう。そのような事態を避けるため、上記のような反比例によって、収支の安

定を図っていた。 

 さらに、上記金額式における係数（０．０８）は、原告が過去のデータを利用して、

エクセルでシミュレーションを行い、Ｈ口座の残高が効率よく増える最適値を設定し

たものである。 

⑤ 自動購入 

 予想ソフトには、ユーザ抽出条件によって抽出された買い目を、Ｂを用いて自動的

に購入する機能があるところ、ユーザは予想ソフトの自動購入機能をオンにしておく

ことによって、パーソナルコンピュータを操作することなく、馬券を購入することが

できる。 

 また、予想ソフトには、競馬データ提供サービスが提供している、レースが始まる

まで刻々と変化するオッズや、レースの払戻し情報等、リアルタイムの競馬データを
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自動的にダウンロードする機能があることから、原告がパーソナルコンピュータの電

源を入れたままにしておけば、予想ソフトが自動的にオッズなどの情報をダウンロー

ドし、その情報に基づいて馬券を購入することができた。 

 そして、原告は、このような自動購入機能を利用して、全ての競馬場の、新馬戦と

障害レースを除く全てのレースにおいて、ユーザ抽出条件によって抽出した買い目を、

上記金額式によって算出した金額まで購入することにより、極めて多種類かつ多数の

馬券の購入を繰り返した。 

 原告が、多種類かつ多数の馬券の購入を繰り返したのは、このような購入を行うこ

とによって、個別のレースの結果の影響を小さくして、長期的かつ統計的に見て、利

益を上げることが期待できるからである。例えば、あるサイコロについて、５の目が

出やすい傾向がある場合には、その５の目に数回賭けたとしても、実際の出目の影響

を受けて、利益が出るとは限らないが、１万回、１０万回と極めて多数回にわたって

賭けたとすれば、ほぼ確実に回収率が上がると期待できるのである。 

⑥ 原告の馬券の収支 

 原告は、平成１６年に、本件Ｈ口座に馬券を購入する資金として１００万円を入金

し、その金員が無くなった時点で馬券の購入を中止することとした。それ以来、追加

の入金は一切していない。 

(イ) 被告の主張について 

ａ 偶然が作用する独立した行為であるとの主張について 

 被告は、競馬の各競走の結果は出走馬の持つ能力等に偶然が作用して現れるものであ

るから、所得を生ずる行為はそれぞれが独立したものであって、所得の源泉性を認める

に足りる継続性、恒常性はないと主張する。 

 しかしながら、「営利を目的とする継続的行為」とは、そもそも文理上も、利益を目

的とする継続的行為であれば足りる。また、競馬の勝馬投票を行う行為は、複数の種類

の投票を行わなければ、その的中率や回収率をあげることができないことは当然であり、

一般の競馬愛好家もそのような方法を採っていることは常識であるから、個別の馬券の

購入が全く独立した行為であるととらえるべきではない。 

 被告が主張する所得源泉説は、譲渡所得であるとか富くじに当たった場合の臨時的な

所得というものは課税の対象にならないとする考え方であるが、現行の所得税法は、一

時所得や譲渡所得も課税対象とするとともに、「営利を目的として継続的」に行われる

ものは、一時所得や譲渡所得以外の所得に分類しているのであるから、被告は所得源泉

説にいう所得の源泉を正しく理解していないというほかない。 

 そして、譲渡所得から除外される「営利を目的として継続的に行われる資産の譲渡に

よる所得」に当たるかどうかについては、その年中の売買回数が３０回以上で、かつ、

売買株数が１２万株であるなどの、取引規模及び取引内容等に基づき判定することが確

立されているのであり、馬券の購入回数、態様、規模等にかかわらず、所得の区分は絶

対に変更されないかのようにいう被告の主張は誤りである。 

 加えて、被告は、原告が行った行為のうち、馬券購入行為を切り離してとらえて、継

続性がないと主張するが、原告は、データ分析に基づくシステムの構築、馬券の自動注

文によって、馬券購入をしていたのであって、原告の行為の具体的な内容を見誤るもの
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であって、失当である。 

 また、金銭を賭けた場合にはギャンブルに該当するとされている囲碁、将棋、あるい

はゴルフにおいても、一定の技量にある者が継続的に賞金を得た場合には、営利を目的

とした継続的行為として認められることは明らかであるから、プロの場合には、事業所

得になるのである。 

ｂ 射倖性が高い行為であるため、営利を目的とするものとは認められないとの主張につ

いて 

 被告は、国民生活の中で娯楽と位置付けられ、一般的に射倖性が強いとされている競

馬は、一種の集団賭博であるから、社会通念上、競馬を行うことが営利を目的とする継

続的行為に当たるとは言い難いと主張する。 

 しかしながら、本来、射倖性の有無と営利目的とは何ら矛盾するものではない。 

 また、事業所得における「事業」の概念については、自己の計算と危険において営利

を目的とし対価を得て継続的に行う経済活動を指し、活動の規模、態様等種々のファク

ターを参考として判断すべきであって、最終的には社会通念によって決定されるもので

あるが、「営利を目的とする行為」に当たるかどうかは、字義どおり、利益を得る目的

であれば足りるのであるから、被告が、原告の馬券購入行為について、社会通念上、営

利を目的とする行為に当たらないと主張している点は、事業所得における「事業」の概

念を社会通念によって判断することと正に混同しているものといわざるを得ない。 

 そもそも、趣味誤楽に係る所得の典型的なものは、競走馬を所有する馬主の所得であ

るとされているが、馬主が獲得した賞金は一時所得ではなく、事業所得又は雑所得に分

類されている。その理由は、現行の所得税法においては、競走馬の譲渡に係る損失の金

額は、その競走馬の保有に係る雑所得の金額から控除するものとし（所得税法施行令２

００条２項）、その競走馬からは、「その規模、収益の状況その他の事情に照らし事業と

認められるものの用に供されるものを除く。」（所得税法施行令１７８条１項）旨が定め

られているからである。そして、課税実務上は、競走馬の保有に係る所得が事業所得に

該当するかどうかについて、① 登録馬５頭以上の保有、② 過去３年間における登録

馬２頭以上の保有、③ 過去３年間における登録馬２頭以上の保有と１年以上の黒字の

所得という形式基準を満たす場合には、事業所得に該当するとしている（所得税基本通

達２７－７）。そうすると、競馬が趣味娯楽であるから、いかなる場合であっても、「営

利を目的とする継続的行為」に該当しないとする被告の主張は、競走馬の保有に関する

所得税法の取扱いとも矛盾するものであって、失当である。 

ｃ 租税法の複数の文献が馬券の払戻金は一時所得に含まれるとしているとの主張につ

いて 

 被告は、金子宏教授の「租税法」に馬券の払戻金が一時所得に含まれると記述されて

いる旨主張するが、それは単なる例示に過ぎず、同教授は、かつて、「賭博による利得

が所得税法上何所得に属するか、である。これらの所得が一回的・偶発的なものである

場合には、一時所得に属することは疑問の余地がない。問題は、それが継続的に発生し

た場合である。この場合には、賭博に参加することによって得た利得は雑所得に該当す

るといえるが、胴元のテラ銭収入については、事業所得になるか雑所得になるのか問題

が残る。」と指摘していたところであり、個別の馬券の払戻金の全てが一時所得に該当
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するかどうかを論じているのではない。 

ｄ 所得税基本通達３４－１が「馬券の払戻金」は一時所得に該当するとしているとの主

張について 

 所得税基本通達は、その前文において、「この所得税基本通達の制定に当たっては

（・・・）なるべく画一的な基準を設けることを避け、個々の事案に妥当する弾力的運

用を期することにした。したがって、この通達の具体的な運用に当たっては、法令の規

定の趣旨、制度の背景のみならず条理、社会通念をも勘案しつつ、個々の具体的事案に

妥当する処理を図るように努められたい。」との明確な方針を示している。 

 そして、同通達は、昭和４５年７月１日の制定以来、何らの見直しも行われていない

のであるから、結局は、個々のケースに応じて営利性・継続性の有無を判断するほかな

い。 

 加えて、通達は、国民に対する拘束力を有する法規範ではないのであるから、通達の

定めは、裁判所が行う法律解釈に際し、参考とはなり得るが、それ以上の影響力を持つ

ものではない。 

 本件では、行為の回数、方法等が変わることによって、行為の内容について質的な変

化が生じ、所得の種類が変化しているのであるから、所得税基本通達を単に形式的に当

てはめただけの被告の主張は理由がない。 

ｅ 納税者がどのような馬券の購入の仕方をしたかによって取得する経済的利得の内容

が同じであるのにもかかわらず、その所得の区分が異なってくるような恣意的な解釈は、

租税の法的安定性を害するとの主張について 

 課税実務においては、例えば、立退料について、借家権の消滅の対価に相当する部分

は譲渡所得の収入金額に該当し（所得税基本通達３２－６）、それ以外のものは一時所

得の収入金額に該当することを明らかにされている（同通達３４－１７）。 

イ 非対価性要件を満たさないこと（労務その他の役務の対価としての性質を有すること） 

 原告が行っていた馬券の購入行為は、正に自ら考え出したところの独自のシステムの構築

とそれに基づく独特の購入方法によるものである。そうすると、本件競馬所得は、原告の科

学的なノウハウの活用、いわば高度な知的活動の結果によるものといえ、偶発的・一時的な

所得ではなく、役務の対価としての性質を有するものと評価することができるから、この点

からも、一時所得の要件を充足していないことは明らかである。 

 被告は、原告の役務の提供先は専ら原告であって、Ａではないから役務の対価としての性

質は認められない旨主張するが、所得税法においては、「対価」という用語を使用している

箇所が多数あるにもかかわらず、一時所得の規定である所得税法３４条１項は「対価」では

なく、敢えて「対価としての性質」と定めている。同じ所得税法内において「対価」と規定

するのではなく、敢えて「対価としての性質」とその範囲を拡張して規定していることから

すると、その文理に忠実に従うならば、対価としての性質を有するものには、厳密には対価

といえなくとも、広く見返りといえるようなものが包摂されると解すべきである。そして、

原告が行っていた馬券購入行為は、これまで主張しているとおり、科学的・統計的な分析に

よってシステマティックになされた積極的な所得稼得活動と評価できるのであって、それに

より得られた馬券の払戻金による収入は、ノウハウを活用した投資分析に基づく獲得所得と

して評価することができるのである。このことからすれば、馬券の払戻が原告の知的活動と
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いう役務に密接に関連してなされたものといえ、それは対価としての性質を有するものに該

当するものと認められるというべきである。 

ウ 本件競馬所得は雑所得に該当すること 

 上記ア及びイからすれば、原告が受けた払戻金は、一時所得から除外されるところ、原告

が給与所得者であり、馬券の購入を事業として行っていたとは言い難いことからすると、雑

所得に区分される。 

 また、いわゆるＦＸ取引（外国為替証拠金取引）は、証拠金を業者に預託し、主に為替決

済による通貨の売買を行う取引であるが、同取引によって利益を得られるかどうかは、為替

相場の変動という偶発的な要素に左右される面が少なくないものの、課税実務上、同取引の

差益については一時所得ではなく、雑所得に区分されている。先物取引も、一般的に投機性

が高いことが指摘されているものの、課税実務上、雑所得に区分されている。被告の論理を

一貫させるのであれば、先物取引についても、個々の取引に着目して、差金決済により利益

を得た場合には、偶発的な利益として、その利益を一時所得とし、当該利益を得た対象とな

る個別の商品先物の購入代金に該当する金額のみが必要経費となるはずであるが、もとより

裁決例において、そのような判断はされていない。このように雑所得に区分される取引との

類似性に照らしても、本件競馬所得が雑所得に分類されるべきことは明らかである。 

 歴史的経緯をみても、第二次世界大戦前において一時所得は課税所得とされておらず、戦

後のシャウプ勧告によって課税されることになったが、半額のみについて課税されるという

仕組みが現在もとられている。これは、一時的・偶発的な所得は担税力が著しく低いことに

基づくものであり、原告が得た払戻金に係る所得のように、長期的かつ統計的な見地に基づ

いて、原告が馬券の購入システムを構築し、自動的に極めて継続的に多数回にわたって馬券

の購入を続けていたというものについては、一時的・偶発的な所得ということはできない。 

(2) 本件競馬所得が一時所得に該当する場合、一時所得の金額の計算上控除する金額は、的中

した馬券の購入金額に限られるか、外れ馬券の購入金額も含まれるか。 

（被告の主張） 

ア 一時所得の計算上控除される金額 

 所得税法３４条２項によれば、一時所得の総収入金額から控除されるのは、「その収入を

得るために支出した金額」であり、当該支出した金額の内容も、「その収入を生じた行為を

するため（・・・）直接要した金額」又は「その収入を生じた原因の発生に伴い直接要した

金額」に限られる。 

 このように、所得税法が、一時所得の金額の計算上一時所得に係る収入、支出について総

体対応計算によることなく、収入を生じた各行為又は各原因ごとに個別対応的に計算し、そ

の反面、収入を生じない行為又は原因に係る支出は控除項目から除かれることを定めた趣旨

は、たとえば、ギャンブルの支出は、それによって収入が得られたときはその控除項目とし

ての意味をもつが、その支出は、同時にギャンブルを楽しむための支出、つまり一種の消費

支出としての側面があるところ、一時所得に係る支出には多かれ少なかれこのような要素が

あるものと考えられるから、その支出は、それが収入を生んだ場合に限って控除を認めると

いう建前を採ったものと解される。 

イ 本件競馬所得の計算上控除されるのは的中した馬券の購入金額に限られること 

 本件競馬所得に係る収入は、Ａから原告に対して交付された的中馬券に対する払戻金であ
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るから、「その収入を得るために支出した金額」とは、当該払戻金の交付を受けることにな

った行為又は原因ごとに個別対応的に計算された金額、すなわち、当該払戻金の基因となっ

た的中馬券の購入金額に限られるものと解すべきである。 

 このような解釈は、競馬法が国民に対して健全な娯楽を供与することを目的とするもので

あり、収入を生まない支出すなわち外れ馬券の購入金額は一種の消費支出としての側面をも

つと考えられるため、一時所得の金額の計算上控除することが相当でないと解されることと

も合致するものである。 

ウ 原告の主張（外れ馬券の購入金額を含む馬券の購入総額が控除される）について 

(ア) 旧所得税法（昭和４０年法律第３３号による全文改正前の所得税法をいう。以下同

じ。）９条１項９号に関する旧所得税基本通達（昭和４５年７月１日付け所得税基本通達

による廃止前の所得税基本通達をいう。以下同じ。）について 

 原告は、現行所得税法３４条２項に相当する旧所得税法９条１項９号に関する通達にお

いて、馬券の総購入費用が一時所得から控除される旨規定されていたことを指摘する。 

 しかしながら、そもそも旧所得税法９条１項９号の規定は、昭和４０年法律第３３号に

よる全文改正に伴って、現行所得税法３４条２項の規定に改正されたのであり、当該改正

の趣旨については、「一時所得は、その所得の計算上個別対応の原則に従って計算しなけ

ればならないのでありますが、旧所得税における一時所得に関する所得計算の規定は、こ

の点が不明確にすぎるきらいがありました。そこで、今回の改正においてこれを明確にし、

一時所得の金額は、その年中の一時所得に係る総収入金額から、その収入を生じた行為を

するために支出した金額またはその収入を生じた原因の発生に伴い直接に生じた金額を

控除して計算することを想定しました」と説明されていたところである。 

 そして、上記所得税法の全文改正に続き、所得税基本通達についても全面的な検討が行

われた結果、原告が主張する旧所得税基本通達は廃止され、昭和４５年７月１日付けで新

たに制定された現行の所得税基本通達には、同趣旨の規定は定められなかったのである。 

 そうすると、旧所得税法の全文改正において一時所得の金額の計算が明確化されたこと

に伴い、従前の取扱いについて全面的な検討が行われた結果、原告が主張する旧所得税基

本通達に係る取扱いは廃止され、収入・支出の個別対応的計算をすべきことが明確化され

たと考えるべきであるから、原告の指摘は失当である。 

(イ) 投下資本の回収部分に対する課税に当たるとの主張について 

 原告は、外れ馬券の購入費を控除しないことは、投下資本の回収部分に対する課税に当

たるから許されないと主張する。 

 しかしながら、競馬におけるそれぞれの競走は個々に独立して行われるものであるから、

馬券の購入行為も競走ごとに別個であることは明らかであって、「その収入を生じた行為

をするため（・・・）直接要した金額」という文言に素直に従うならば、ある当たり馬券

の競走に参加する行為をするために要した金額というのは、当該馬券の購入費用にほかな

らず、これに外れ馬券の購入費用も含まれると解することは法解釈の範囲を逸脱している

ものといわざるを得ない。 

(ウ) 担税力の増加していない部分に対する課税に当たるとの主張について 

 原告は、払戻金の受領によって納税者の担税力が増加するのは、払戻金の合計額からそ

の年中の馬券の総購入金額を控除した残額についてであり、外れ馬券の総購入費用を控除
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せずに課税の対象とすることは、担税力の増加していない部分に対する課税に当たるから

許されないと主張する。 

 しかしながら、払戻金については、各競走における開催執務委員の着順の宣言により、

勝馬投票法の種類ごとの勝馬すなわち的中馬券が確定し、公表された金額（倍率）に応じ

た払戻金を受ける権利が確定するのであるから、着順が宣言された時点において、払戻金

から当該的中馬券の購入費用を除いた金額につき担税力が生じていることは明らかであ

る。このような解釈は、「その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は

総収入金額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、その年において収入すべ

き金額（・・・）とする。」と規定する所得税法３６条１項について、いわゆる権利確定

主義を採用したものであると解されている（最高裁判所昭和●●年(○○)第●●号同４９

年３月８日第二小法廷判決・民集２８巻２号１８６頁参照）ことからも明らかである。 

 そして、原告は、受け取る権利が確定した払戻金を原資として、原告自身の判断と選択

によって、その後の競走における馬券を購入したものであるが、個々の競走が独立してい

る以上、馬券の購入行為も１回１回独立なのであるから、その後の競走における馬券の購

入は、また別個のギャンブルを楽しむための支出、つまり消費支出なのであって、結局、

原告は、競馬によって得た所得を、別途自らの娯楽のために消費したにすぎず（なお、競

馬が娯楽であることは、競馬が広い意味でのギャンブルに該当するという本質からくるも

のであるため、原告が娯楽としての意図を持っていたか否かという個人の主観は問題とな

らない。）、これを払戻金の合計額から控除せずに課税したとしても、担税力の増加してい

ないところに課税したことにはならない。 

(エ) 国税庁長官（当時）の発言について 

 原告は、国税庁長官（当時）が、外れ馬券の購入費用についても払戻金（一時所得）か

ら控除できる旨を発言したと指摘する。 

 しかしながら、国税庁長官（当時）の上記発言は、現行所得税法３４条２項に基づく現

在の取扱いについて述べたものではなく、旧所得税法９条１項９号に関する当時の認識を

述べたものであるから、原告の主張は失当である。 

 すなわち、旧所得税法９条１項９号は、「一時所得の金額は収入を得るために支出した

金額を控除して計算する」旨規定しており、当該規定に関する旧所得税基本通達は、「『収

入を得るために支出した金額』の範囲は、（・・・）競馬又は競輪の常連のように、常時

馬券又は車券を買っているような者については、その年中における払戻金の合計額を総収

入金額とし、その年中における買入金の合計額を『収入を得るために支出した金額』とし

て取り扱うも妨げないものとする。」と定めていたが、上記旧所得税法９条１項９号の規

定は、上記(ア)のとおり、現行所得税法３４条２項の規定に改正され、所得税基本通達に

ついても全面的な検討が行われた結果、上記旧所得税基本通達は廃止され、昭和４５年７

月１日付けで新たに制定された現行の所得税基本通達には、同趣旨の規定は定められなか

った。以上によれば、旧所得税法及び旧所得税基本通達の施行下で国税庁長官が発言した

ことは、現行所得税法３４条２項の解釈に影響を及ぼすことがない。 

エ 馬券が的中したのと同じレースにおける外れ馬券の購入金額であっても控除の対象とは

ならないこと 

(ア) 馬券購入行為をレースごとに捉える考え方について 
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 原告が提出した文献（甲２６）には、「収入を生じた行為」をレースごとの購入行為と

捉え、控除すべき金額を、払戻金が生じたレースにおける馬券購入費用とする考え方が紹

介されている。 

 この考え方は、個々のレースにおける馬券購入行為をレースごとにまとめて一個の行為

と捉えているところ、馬券の購入においては、個々の競走ごとにその発売時間が定められ、

馬券購入者はその競走の結果を対象として複数の馬券をまとめて購入する場合も多いと

考えられ、購入した馬券が的中するか否かは基本的に１回限りで確定する当該競走の結果

と同時に決まることなどからすると、一見、このような考え方にもそれなりの理由がある

ようにみえる。 

(イ) しかしながら、所得税法３４条２項は、収入金額から控除できる金額について、「そ

の収入を得るために支出した金額（その収入を生じた行為をするため、又はその収入を生

じた原因の発生に伴い直接要した金額に限る。）」としているところ、この条文から、直ち

に行為を自然観察的・物理的に捉えるべきということにはならない。 

 むしろ、収入を得るための支出かどうかが問題なのであるから、仮に購入行為が自然観

察的・物理的にみて一個であったとしても、その支出ないし行為が法的に可分であり、か

つ、その支出のうち収入を得るための部分を特定できるのであれば、収入獲得に関係のな

い支出は、収入金額から控除できる金額には当たらないというべきである。 

 そもそも、「収入を得るために支出した金額」の範囲を決めるに当たっては、当該行為

が自然観察的・物理的にみて一個か否かということは関係がなく、飽くまで、当該収入を

得るための支出かどうかという行為の性質によるべきであって、当該支出ごとに、その性

質を検討すべきであるから、一括して複数の馬券を購入したとしても、馬券ごとに金額が

可分であり、複数の行為を一括して行ったと評価することが可能である上、的中した馬券

を購入するために支出した金額を特定できる以上、収入獲得に寄与しなかった支出まで含

めて控除することはできないと解すべきである。 

 よって、レースごとの馬券購入行為をまとめて一個の行為と見ることは相当でないから、

払戻金を生じたレースの外れ馬券の購入費用を収入金額から控除すべきではない。 

(ウ) 仮に馬券購入行為を自然観察的・物理的にレースごとに一個の行為と捉えたとしても、

払戻金の発生と一対一で対応しているのは購入した的中馬券のみであり、したがって、

「その収入を生じた原因の発生に伴い直接要した費用」に該当するのは、当該的中馬券の

購入費用のみである。 

 また、払戻金が、的中した馬券を購入していたことによって得ることができたものであ

り、上記一個の馬券購入行為のうち、外れ馬券の購入に係る部分は、払戻金の発生に何ら

貢献していないことからすれば、当該部分に係る金額は、「その収入を生じた行為をする

ため直接要した金額」に該当するともいえない。 

 なお、控除できる費用をレースごとに考える上記見解は、馬券購入者の中には、特定の

レースにおける特定の勝馬投票法を選んで馬券を購入するに当たり、当該レースで必ず的

中馬券を発生させ、なおかつ、レース全体としての収支を黒字にすることを目指して、当

該勝馬投票法の買い目のうち、オッズは低いものの的中する可能性が高いと思われる買い

目と、的中する可能性は低いと思われる反面オッズが高い買い目を織り交ぜて選び、複数

の馬券を購入する競馬愛好者が少なくないことに着目して、同一レースに係る外れ馬券の
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購入費用は、「その収入を得るために支出した金額」に当たると解するものとも思われる。

しかしながら、１つのレースにおける勝馬投票法にも種々のものがあり、たとえば馬番号

三連勝単式勝馬投票法の買い目は４８９６通り（出走馬が１８頭の場合）に上るなど、馬

券の選択肢は膨大に上るところ、ほとんどの競馬愛好家は、当該勝馬投票法の買い目のご

く一部を複数購入するにすぎないと思われる。その場合に、いかに当該競馬愛好家が、主

観的に「必ず、あるいはできるだけ的中馬券を発生させること」を意図して複数種類の馬

券を購入していたとしても、そのことによって的中馬券が発生する可能性が客観的に高ま

るとは到底認められないのであって、結果的に的中馬券が発生したとしても、そのことに

外れ馬券の購入費用が貢献したとは認められないから、これを控除することはできない。 

（原告の主張） 

 本件競馬所得が一時所得に該当するとしても、その額の計算においては、外れ馬券を含めた

馬券の総購入金額が「その収入を得るために支出した金額」として控除されるべきであり、的

中馬券の購入費用のみを控除して原告の一時所得の額を算出した本件各処分は、以下のとおり、

所得税法の解釈・適用を誤ったものであるから違法である。 

ア 外れ馬券の購入費用を含めた支出がなければ収入が生じなかったこと 

 原告が得た所得は、原告が多数回かつ多額の投資を行い、回収率を高めることで購入金額

を上回る払戻金を得ることによって生じたものであり、外れ馬券を含めた多数の馬券の購入

がなければ利益は生じなかったのであるから、原告が構築したこのような馬券の収支によっ

て利益を得られる仕組みを前提とすれば、外れ馬券を含めた全ての馬券の購入がなければ所

得は生じなかったといえるため、その総収入金額から控除すべき「その収入を得るために支

出した金額」は、外れ馬券を含んだ馬券の総購入金額となる。 

 よって、原告の所得の算定においては、当たり馬券の購入費用のみならず、外れ馬券の購

入総額についても、「その収入を得るために支出した金額」として、払戻金の総額から控除

されなければならない。 

イ 旧所得税法９条１項９号に関する旧所得税基本通達について 

 所得税法は２３条から３５条までにおいて、所得を源泉ないし性質によって１０種類に区

分し、それぞれについて所得金額の計算方法を定めているところ、これらの計算方法は、個

人の収入のうちその者の担税力を増加させる利得に当たる部分を所得とする趣旨に出たも

のであり、一時所得の所得金額の計算方法を定めた所得税法３４条２項も、一時所得に係る

収入のうち収入を得るために支出した金額に相当する部分は上記個人の担税力を増加させ

るものではないことを考慮して、「その収入を得るために支出した金額」を一時所得の金額

の計算上控除するとしているものと解すべきである（最高裁判所平成● ●年（○ ○）第●

●号同２４年１月１３日第二小法廷判決・民集６６巻１号１頁、最高裁判所平成●●年（○

○）第●  ●号、同第●  ●号平成２４年１月１６日第一小法廷判決・裁判集民事２３９号

５５５頁各参照）。旧所得税法９条１項９号は「一時所得の金額は収入を得るために支出し

た金額を控除して計算する」と定め、現行所得税法３４条２項と類似する規定となっていた

ところ、当該旧条文に関する旧所得税基本通達においても、「競馬の常連のように、常時馬

券を買っているような者については、その年中における払戻金の合計額を総収入金額とし、

その年中における買入金の合計額を収入を得るために支出した金額」とする旨が明記されて

いた。 
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ウ アメリカ合衆国における課税について 

 アメリカ合衆国においては、ギャンブルで得た利益は雑所得ないしは一時所得に類する

「その他の所得」に分類された上、その年度に被ったギャンブルの損失額は、その年度のギ

ャンブルで得た利益を限度に損失として控除することができるものとされている。このよう

に、払戻金が一時所得に該当するから、いかなる場合も外れ馬券の購入金額は控除の対象に

ならないというのは、所得税法の解釈において、決して論理必然的に導かれるものではない。 

エ 担税力が増加した部分を超える課税に当たること 

 被告は、着順が宣言された時点において担税力を生じていることは明らかであるから、そ

の後に生じた馬券購入金額の総額については一時所得の計算において除外することはでき

ないと主張するが、個人所得課税は、所得に税を負担する能力を見出して、個人が所得を獲

得した段階で、控除や累進税率の仕組みを通じて、その負担能力を示す暦年ごとの所得の大

きさに応じて税負担を求めるものであるから、着順が宣言された時点において、原告の担税

力を増加させる利得に当たる部分として、課税の対象となる所得が生じているわけではない。 

 加えて、原告が行ったＢを用いた取引においては、原告自身が払戻金の金額を得るわけで

はなく、払戻金と馬券の購入代金との決済差額を得るのであり、外れ馬券の購入は必然的に

発生するものであって、外れ馬券の購入費を除いた当たり馬券の払戻金のみを抽出して、そ

こから納税資金をプールしておくということはそもそも不可能であるから、払戻金を原資と

してその後の競走における馬券を購入したという被告の認識は、原告が行った競馬に関する

取引を全く理解しておらず、明らかな誤りである。 

 なお、被告は、原告の納税意識が低いために、納税資金をプールしておかなかった等と主

張するが、原告に限らず、一般に競馬愛好家は、自ら準備した資金の範囲で馬券を購入する

が、払戻金が多く得られて手持ち資金が増えた場合は、その後の馬券の購入費を増やし、よ

り大きな利益を求める場合が多い。もとの手持ち資金の範囲内であれば、損をしても許容で

きると考える一方、手持ち資金が増えればより大きな利益を得たいと考えるからで、これは

人間の心理に即した自然な考え方である。一般的には、繰り返し馬券を購入することによっ

て損失の方が上回っている者の方が多いと推測されるが、そのような場合であっても、別途

自らの財産を拠出して納税をしなければならないという意識を持て、ということ自体が不自

然である。 

オ 国税庁長官（当時）の答弁内容 

 被告は、的中馬券の払戻金に係る所得は、いかなる場合でも、一時所得にしかなり得ず、

また、外れ馬券の購入費は控除の対象とはならない等と主張するが、昭和４５年４月２３日

に開会された参議院大蔵委員会の議事録によれば、国税庁長官（当時）が、競馬などのギャ

ンブルに対する課税について質問された際、「ギャンブルの所得は一時所得になるわけでご

ざいますが、もちろん常習でやっておればそれは事業所得になる場合もございます。よく暴

力団等で課税される場合は、事業所得で課税するわけでございます。」と答弁している。さ

らに、競馬などのギャンブルについての課税対象は、配当される割合が分かるのであるから、

きちんと把握できるのではないかとの質問に対し、「通常、一枚の馬券を買わずにいろいろ

とのものを買っておりますので、つまり、一つ当たるために十枚買っている人もあり、二十

枚買っている人もあり、また、そのレースで当たっても次のレースではずれる人もあるとい

うことでございますから、総体として考えれば、要するに１００馬券を買って、７５しか払
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戻しがないわけでございますから、本質的には総体としては損なわけでございますね。です

から、うまくやった人はどのくらいもうけたかというのは、これは全く事実に基づくので、

推計不可能であろうと思います。」と答弁している。被告が主張するように、外れ馬券が経

費とならず、的中馬券の購入費のみが必要経費として算入できるにすぎないのであれば的中

馬券を購入した者については、必ず所得が発生することになるはずであるが、国税庁長官の

答弁は、他の馬券を購入したり、他のレースで損をしたりする場合があり、総体的には損を

している場合が多いので、所得の推計が困難であるとしているのであり、これは明らかに外

れ馬券の購入費も損失として控除できることを前提とした内容である。そうすると、被告の

主張は失当である。 

(3) 本件競馬所得が雑所得に該当する場合、必要経費として控除される馬券購入費用は、的中

した馬券の購入金額に限られるか、外れ馬券の購入金額も含まれるか。 

（被告の主張） 

 本件競馬所得が雑所得であるとしても、必要経費として控除される馬券購入費用は的中した

馬券の購入金額に限られる。 

ア 所得税法３７条１項の趣旨等 

 所得税法３７条１項は、「その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金

額（・・・）の計算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これら

の所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の

額及びその年における販売費、一般管理費、その他これらの所得を生ずべき業務について生

じた費用（・・・）の額とする。」と規定する。そして、売上原価を含む「所得稼得のため

の直接的必要性を要件として、収入金額と個別額（直接的・客体的）に対応する必要経費」

（以下「個別対応費用」という。）と一般管理費を含む「所得稼得業務関連性を要件として、

収入金額との一般的（間接的・期間的）に対応する必要経費」（以下「一般対応費用」とい

う。）の２種類の費用を必要経費として定めている。 

 そして、所得税法３７条１項が規定する必要経費とは、それが個別対応費用であるか一般

対応費用であるかにかかわらず、所得を生ずべき業務と直接関係するものであり、かつ、当

該業務の遂行上必要なものであることを要すると解される。 

 これを本件競馬所得についてみると、本件競馬所得を生ずべき業務と直接関係し、業務の

遂行上必要なものといえるのは、個々の払戻金と直接的な対応関係が認められる費用、すな

わち的中した馬券の購入費用に限られるというべきである。 

イ 外れ馬券の購入費用と的中馬券に対する払戻金との間に直接の対応関係はないこと 

 原告は、馬券の収支によって利益を得るためには、外れ馬券を含めて、極めて多種類かつ

多数の馬券を購入することが不可欠の前提であったなどと主張するが、仮に外れ馬券の購入

費用が投下資本類似の支出に当たるとしても、必要経費として控除されるための要件である、

① 業務との直接関係性は認められず（外れ馬券の購入費用と的中馬券に対する払戻金との

間には直接関係性がない）、② 業務遂行上の必要性も満たされていないから、外れ馬券の

購入費用を必要経費として算入することはできない。 

ウ 外れ馬券の購入費用は家事上の経費であること 

 競馬は娯楽であるため、馬券の購入費用は家事上の経費（所得税法４５条１項１号）とし

ての性質を有する。そのため、必要経費に算入することができるのは、「家事上の経費に関
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連する経費の主たる部分が（・・・）雑所得を生ずべき業務の遂行上必要であり、かつ、そ

の必要である部分を明らかに区分することができる場合における当該部分に相当する経費」

に限られる（所得税法施行令９６条１項）。 

 この点、外れ馬券の購入費用は、そもそも本件競馬所得を生ずる業務の遂行上必要ではな

く、必要である部分を明らかに区分することができるものではない。 

 これに対し、原告は、アメリカ合衆国の連邦所得税においては、ギャンブルの損失をその

儲けから控除することができるとされていることを指摘するが、それはアメリカ合衆国にお

いては内国歳入法典にその旨の規定が設けられているためにすぎず、当該損失が必要経費と

して当然に控除されるものではない。 

 また、原告は、必要経費は家事費とならない等と主張するが、そもそも家事関連費は、接

待費・交際費などにその例が多いが、必要経費と家事費の性質を併有している費用であって、

「雑所得を生ずべき業務の遂行上必要であり、かつ、その必要である部分を明らかに区分す

ることができる場合」（所得税法施行令９６条１号）に当該部分に限って必要経費に算入さ

れるのであり、このことは納税者の主観を問わないから、原告の主張は理由がない。 

（原告の主張） 

ア 外れ馬券を含めた馬券購入総額が雑所得の「必要経費」として控除されること 

 雑所得の金額は、その年中の雑所得に係る総収入金額から必要経費を控除して計算する

（所得税法３５条２項２号）。 

 この点、原告が馬券購入費用と払戻金の収支によって利益を得る仕組みは、長期間の統計

的な分析に基づくものであって、極めて多種類かつ多数の馬券を購入することによって、投

資した金額に対する回収率を高め、利益を得るというものであり、個別のレースの結果の影

響を小さくして、長期的かつ統計的にみて、利益を上げることを期待するためには、外れ馬

券を含めて、多数の馬券を購入することが不可欠の前提であった。 

 そうすると、外れ馬券を含めた馬券の総購入金額が、雑所得を生み出す原資にほかならな

いから、「雑所得（・・・）の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため

直接に要した費用」（所得税法３７条１項）として、必要経費に該当し、収入から控除され

るべきである。 

イ 外れ馬券の購入費用は家事上の経費に当たるとの主張について 

 被告は、競馬が娯楽であるから、外れ馬券の購入費は家事上の経費としての性質を有する

上、本件競馬所得を生ずべき業務の遂行上、外れ馬券の購入が必要であるとはいえず、ある

いは、必要である部分を明らかに区分することができるともいえないから、家事上の経費そ

のものというほかなく、経費として控除できないと主張する。しかしながら、本件競馬所得

が雑所得に該当する以上、それが、趣味、娯楽によって得られたとしても営利を目的とする

継続的行為ないしは役務の対価としての性質を有するものであることには変わりはないか

ら、所得と関連しない家事費と見るべき余地はなく、被告の主張には理由がない。 

(4) 本件各処分の適法性 

（被告の主張） 

ア 本件各決定処分及び本件各更正処分の適法性 

 原告の本件各年分における納付すべき所得税の計算根拠は、別紙「原告の本件各年分にお

ける納付すべき所得税の額の計算根拠（被告の主張）」のとおりであり、適正に算定した原
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告の本件各年分における納付すべき所得税の額は、それぞれ本件各決定処分及び本件各更正

処分において納付すべきとされた額（別表２「課税の経緯」の「決定処分」欄ないし「更正

処分」欄における「納付すべき税額」欄記載の額）と一致するため、本件各決定処分及び本

件各更正処分はいずれも適法である。 

イ 本件各賦課処分の適法性 

(ア) 本件各決定処分及び本件各更正処分はいずれも適法であるところ、本件各決定処分及

び本件各更正処分により新たに納付すべきとされた税額を基礎として計算した無申告加

算税の額の計算根拠は、別紙「本件各賦課処分の根拠（被告の主張）」のとおりであり、

当該各金額は、本件各賦課処分における無申告加算税の額と一致するため、本件各賦課処

分はいずれも適法である。 

(イ) 国税通則法６６条１項の無申告加算税は、申告納税制度を維持するためには納税者に

より期限内に適正な申告が自主的にされることが不可欠であることに鑑みて、申告書の提

出が期限内にされなかった場合の行政上の制裁として課されるものであるから、国税通則

法６６条１項ただし書の「正当な理由」とは、期限内に申告ができなかったことについて

納税者に責められる事由がなく、このような制裁を課することが不当と考えられる事情の

ある場合をいうものと解すべきであり、納税者の法の不知や法令解釈の誤解により期限内

申告書の提出がなかったというような事情は、例えば税法の解釈について期限内申告書を

提出すべき当時国税当局から公表されていた見解がその後に変更された場合や税務職員

の誤った指導に従った場合などを除いて、上記正当な理由がある場合に当たらないと解す

べきである。 

 また、国税通則法６６条４項は、期限後申告書の提出又は決定があった後に修正申告書

の提出又は更正があった場合（同条１項２号）については、同法６５条４項の規定を準用

する旨規定しており、同項は、過少申告加算税を課す場合において、修正申告又は更正前

の税額の計算の基礎とされていなかったことについて「正当な理由」があると認められる

ものがある場合には、当該修正申告又は更正により新たに納付すべき税額からその「正当

な理由」があると認められる事実に基づく税額として政令で定めるところにより計算した

金額を控除して、過少申告加算税の額を計算する旨を定めている。 

 そして、過少申告加算税の制度の趣旨及び「正当な理由」の意義については、過少申告

加算税は、過少申告による納税義務違反の事実があれば、原則としてその違反者に対し課

されるものであり、これによって、当初から適法に申告し納税した納税者との間の客観的

不公平の実質的な是正を図るとともに、過少申告による納税義務違反の発生を防止し、適

正な申告納税の実現を図り、もって納税の実を挙げようとする行政上の措置であり、過少

申告加算税の上記の趣旨に照らせば、国税通則法６５条４項にいう「正当な理由があると

認められる」場合とは、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があり、

上記のような過少申告加算税の趣旨に照らしても、なお、納税者に過少申告加算税を賦課

することが不当又は酷になる場合をいうものと解するのが相当である（最高裁判所平成●

●年（○）第●●号同１８年４月２０日第一小法廷判決・民集６０巻４号１６１１頁参照）。 

 以上のことからすると、国税通則法６６条１項ただし書又は同条４項が準用する同法６

５条４項に規定する「正当な理由」とは、納税者が、① 期限内申告書を提出しなかった

こと又は② 申告漏れとなった所得等が修正申告又は更正前の税額の計算の基礎とされ
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ていなかったことについて、真に納税者の責めに帰すことのできない客観的な事情があり、

加算税の趣旨に照らしても、なお、納税者に加算税を課すことが不当又は酷になる場合を

いうものと解することができる。 

(ウ) 原告の主張に対して 

ａ 原告に正しい所得金額と税額の申告を期待できなかったとの主張について 

 申告納税制度は、納税者自身において正しい所得金額と税額を計算した上で、確定申

告を行うことを予定しているので、Ａが、馬券の所得に係る申告や納税の必要性を周知

していなかったとしても、原告自身が自主的に正しい申告及び納税をすべき義務を負っ

ていることに変わりはない。 

 そして、原告は、平成１７年頃、競馬の所得を申告しなければならないことを認識し

ていたのであるから、Ａによる周知の有無が、原告が申告納税義務を正しく履行するこ

とを阻害する要因になっていないことは明らかである。 

ｂ 過酷な課税処分を予見したため確定申告をためらわざるを得なかったことが「正当な

理由」に当たるとの主張について 

 原告やその家族にとって巨額の課税処分が行われる原因は、原告自身が、払戻金の一

部を納税資金として確保せず、その全てを繰り返し馬券の購入資金に充てたことに原因

がある。また、原告が平成１７年の時点で仮に課税処分について予見していたというの

であれば、その時点では原告が得た払戻金の一部を納税資金として確保することも十分

に可能で、馬券の購入規模を縮小ないし廃止することも可能であった。にもかかわらず、

原告がそのような対応を行った形跡は一切認められない。 

ｃ 馬券の払戻金について公平な課税がされていないことが「正当な理由」に当たるとの

主張について 

 納税者の適正な申告納税義務の履行に影響を与えない他の納税者の申告ないし課税

の状況が、無申告加算税を課さない「正当な理由」に該当するとは認められない。また、

仮に、所得税の納税義務の存否や所得の計算方法の周知、広報が行われていなかったと

しても、それによって納税者自身が不明な点を調べたり、税務当局に対して問合せ等を

行ったりすることを妨げるものではないから、納税者の適正な申告納税義務の履行を直

接阻害することにはならず、原告の主張は理由がない。 

（原告の主張） 

ア 所得税法の解釈・適用を著しく誤っていること 

 本件各処分は、原告が受けた払戻金を雑所得に分類すべきところを一時所得に分類した上、

的中した馬券の購入費用の控除しか認めなかったものであるから、所得税法の解釈・適用を

著しく誤っており、違法である。 

 また、被告が主張する原告の所得金額は、原告の実際の所得金額（別紙「原告の実際の所

得金額（原告の主張）」の「差引金額」欄記載の額）の２２倍を超えている上、本件各決定

処分及び本件各更正処分に係る各年中の所得税額だけでも、当該年分の実際所得金額を著し

く上回るものであるから、担税力のないところに課税が行われたものであって、憲法１４条

に定める平等原則に基づく課税公平主義に反し、また、原告の財産権を著しく侵害するもの

であるから憲法２９条にも違反する。 

 そうすると、本件各決定処分及び本件各更正処分並びにこれらを前提とする本件各賦課処
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分には、課税要件の根幹に関わる重大かつ明白な瑕疵（最高裁判所昭和●●年（○○）第●

●号同４８年４月２６日第一小法廷判決・民集３７巻７号６２９頁参照）があるため、法律

上、当然に無効である。 

イ 法定期限内に申告をしなかった「正当な理由」があること 

 原告は、平成１６年に取引を開始し、平成１７年に数百万円の利益を上げたため、インタ

ーネットで情報を検索した結果、馬券の払戻金については確定申告を行わなければならない

ことや、払戻金に係る所得については、的中馬券の購入費用の控除のみが認められる可能性

があることを知った。しかし、一方で、課税庁の見解に従って確定申告を行えば、過大な納

税義務を課せられることとなり（現に、原告は、平成１７年分から平成２１年分につき、国

税と地方税を併せて合計９億９１９１万０８００円もの極めて過大な納税義務を課せられ

ている。）、他方で、原告は、外れ馬券も含めた馬券の総購入金額の控除が認められる可能性

もあるとの自身の見解に従って確定申告を行えば、過少申告ほ脱犯の罪責を問われる危険性

があるという、進退窮まる極めて過酷な状況に置かれ、課税庁から課せられる税金の額も、

原告が実際に取得した金額を超え、到底納税できないものとなる危険があることを恐れた。 

 さらに、馬券の所得に関しどこまでを経費として算入できるかについては、課税の実務上、

その取扱いは定まっていなかった上、年間約２兆円以上のＡの売上げのうち、その約７５％

が馬券の払戻金とされているにもかかわらず、国税当局もＡも、これまで確定申告が必要で

あることを一切周知してこなかった。しかも、競馬による所得の多くは、窓口で払戻金を受

け取ったものであり、本来、所得の捕捉が困難である上、国税当局としても、そもそも積極

的に捕捉しようとしてきた形跡はなく、事実上、馬券の所得については課税が行われてこな

かったというのが実態である。すなわち、課税庁は、通達はもとより、質疑応答事例集、タ

ックスアンサーのほか、確定申告の手引き等においても、何らの取扱いも明記しておらず、

収税官吏として原告の質問に当たった大阪国税局の担当官すら、本件を先例、リーディング

ケースと位置付けたほどである。 

 確かに、原告は、原告の見解に従っても、５年間で約１億５０００万円の払戻金に係る所

得があったため、少なくともこれを所得金額として確定申告を行うべきであり、それをしな

かった以上、無申告加算税の賦課は免れないとの考えがあるかも知れない。しかし、単なる

無申告であれば、他に「偽りその他不正の行為」がない限り、単純無申告犯が成立するにす

ぎないが、所得金額を殊更に過少に記載した内容虚偽の確定申告書を税務署に提出する行為

は、単なる所得不申告の不作為にとどまらず、「偽りその他不正の行為」として、いわゆる

過少申告ほ脱犯の実行行為となるというのが、最高裁判所の確定した判例である（最高裁判

所昭和● ●年(○○)第● ●号同４８年３月２０日第三小法廷判決・刑集２７巻２号１３８

頁参照）。そして、所得税のほ脱犯の法定刑は、当時、５年以下の懲役若しくは５００万円

以下の罰金（ただし、罰金額については、免れた所得税の額以下まで加算が可能である。）

又はその併科であり、極めて重い罰則が用意されている。原告が自身の見解に従って確定申

告をした場合、被告の見解によって有罪判決を受けたとすれば、実刑判決すら予想され、か

つ、数億円の罰金を科せられる危険性すらあった。 

 このような状況で、なお原告に確定申告を強いるのは、過酷というほかなく、原告が払戻

金に係る所得を法定期限内に申告しなかったことについて国税通則法６６条１項ただし書

にいう「正当な理由」が認められるというべきであるから、本件各賦課処分は違法である。 
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第３ 当裁判所の判断 

１ 本案前の答弁について 

 所得税のように納付すべき税額の確定の手続につき申告納税方式が採られている国税におい

ては、納付すべき税額は、原則として納税者のする申告により確定し（国税通則法１５条１項、

１６条１項１号、２項、所得税法１２０条１項参照）、納税者が申告の内容を自己の利益に変更

するためには、更正の請求の方法（国税通則法２３条、所得税法１５２条）によらなければなら

ないものとされている。 

 そして、申告納税方式が採られている国税において、確定申告書に記載された事項の過誤の是

正につき更正の請求という特別の制度が設けられたのは、課税標準等の決定については、最もそ

の間の事情に通じている納税者自身の申告に基づくものとし、その過誤の是正は法律が特に認め

た場合に限るものとすることが、租税債務を可及的速やかに確定させる国家財政上の要請に応ず

るものであり、納税者に対しても過当な不利益を強いるおそれがないと考えられるからであると

解される。このような更正の請求の制度の趣旨に照らせば、申告に係る納付すべき税額等を更正

する処分を受けた納税者は、申告の無効を主張することができるような特段の事情がある場合を

除き、当該更正処分のうち申告に係る納付すべき税額又は還付金の額に相当する税額を下回る部

分については、上記更正の請求の手続を経ない限り、抗告訴訟において取消しを求めることはで

きないものというべきである。（最高裁判所昭和●●年(○○)第●●号同３９年１０月２２日第

一小法廷判決・民集１８巻８号１７６２頁参照） 

 これを本件についてみるに、本件各更正処分のうち、① 原告の平成２０年分の所得税につい

て、総所得金額６２３万６４２９円及び納付すべき税額０円を超えない部分の取消しを求める部

分と、② 原告の平成２１年分の所得税について、総所得金額６９０万円及び納付すべき税額－

７万０９８４円を超えない部分の取消しを求める部分は、原告において確定申告書の提出により

自ら納税義務の内容を確定させた部分についてその取消しを求めるものであるところ、原告は、

平成２０年分及び平成２１年分の各所得税の確定申告につき更正の請求の手続をしておらず、ま

た、平成２０年分及び平成２１年分の各所得税の確定申告につき上記特段の事情があることの主

張、立証はない。したがって、本件訴えのうち、上記①及び②記載の各部分の取消しを求める部

分は、不適法であるといわざるを得ない。 

２ 争点(1)（本件競馬所得は、所得税法上、一時所得に該当するか、雑所得に該当するか）につ

いて 

(1) 一時所得及び雑所得の区分 

 所得税法３４条１項は、一時所得を、「利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与

所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から

生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有し

ないものをいう」と規定し、同法３５条１項は、雑所得を、「利子所得、配当所得、不動産所

得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しな

い所得をいう」と規定する。 

 そこで、本件競馬所得が一時所得であるか、雑所得であるかを区分するには、本件競馬所得

が「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」に該当するか、あるいは、「労務その他の

役務又は資産の譲渡の対価」としての性質を有するか否かが問題となるが、関係法令をみても、

これらの要件に関する更なる定義や判断の際に考慮すべき要素等については規定されていな
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い。 

 もっとも、一時所得に対する課税の沿革をみれば、戦前の所得税法では、一定の所得源泉か

ら生じた利得のみを課税対象とする考え方が支配的で、一時的又は偶発的な所得は課税対象と

されていなかったが、昭和２２年の所得税法改正において、「営利を目的とする継続的行為か

ら生じた所得以外の一時の所得」が課税対象とされ、昭和２５年に雑所得が課税対象となり、

さらに、昭和２７年の改正時に、一時所得を偶発的な所得に限定するとの考え方に基づいて、

「労務その他の役務の対価たる性質を有しないもの」との文言が追加されたという補充的な所

得区分としての特色が認められるし、また、所得税法２２条２項２号は一時所得についてはそ

の２分の１に相当する金額のみを課税標準とする旨を規定しているところ、その趣旨は、一時

所得の発生が一時的、偶発的であり、担税力が低いことを考慮したものと解されるから、一時

所得か否かを区分する上記各要件の解釈、適用は、上記各要件の文理解釈に加えて、一時的、

偶発的に生じた所得のみを一時所得として課税の対象とするに至った上記沿革等を踏まえて、

行われるべきものと解される。 

(2) 「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得」の該当性 

ア 被告は、的中馬券に対する払戻金に係る所得は、馬券が的中するかについて、出走馬や騎

手の能力・適性、競走の条件等に左右されると共に、当日の体調や天候などの偶然の事情に

も影響を受けるものであって射倖性や偶然性が高い上、一時所得を生ずる行為がたまたま連

続した場合であっても、各行為が一時的・偶発的性質を有することに変わりはない等として、

「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」には該当しないと主張する。 

 確かに、一般的な馬券購入行為が、その性質上、レースごとに（同一の開催日における五

つのレースでの勝馬について投票する場合（五重勝単勝式勝馬投票法、前記前提事実(1)イ

(ア)ｉ）においては当該五つのレースごとに）馬券の当たり外れや獲得した払戻金の多寡を

楽しむという趣味、娯楽の要素を含むものであり、馬券が的中するか否か、あるいは、その

的中した場合に得られる払戻金の額等についても偶然の要素が強いことからすれば、そのよ

うな一般的な馬券購入行為から生ずる所得は、偶発的、単発的であるといえる。そして、こ

のことは馬券の購入を単に連続して行ったとしても何ら異なることはないから、一般的な馬

券購入行為によるものである限り、的中馬券に対する払戻金が「営利を目的とする継続的行

為から生じた所得」に該当することはないものと解される。 

イ しかしながら、原告の馬券購入行為の概要は、前記前提事実(2)アのとおりであって、原

告は、本件各年分において、Ｂの加入者であり、Ｄ銀行江坂支店に原告名義のＢ専用口座（本

件Ｈ口座）を開設し、同口座を利用して馬券を購入しているところ、その馬券購入に当たっ

ては、インターネットを通じて競馬に関するデータを取得し、当該データに基づいて予想を

行うソフトウェア「Ｇ」を利用して、所有するパーソナルコンピュータからＢによる馬券の

購入申込みを行っているが、原告は、馬券を購入するに当たり、回収率を高めることを重視

して、独自の想定に基づき、多種類の馬券を、Ｈ口座の残高によって自動的に算定される投

票限度額に依拠しつつ購入することとし、回収率を高めるため、過去のレースにおける様々

な記録を取り寄せ、統計的な判断に依拠しながら、その中から導き出せる普遍的要素ないし

傾向を分析し、その分析の結果を一定の抽出条件として反映させるようにコンピュータソフ

トを設定することにより、当該条件に見合う購入すべき馬券をコンピュータで自動的に抽出

できるようにした上、原告が定めた条件に従った馬券の購入を自動的に行わせたものであっ
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て、その際、原告の想定においては過去の記録に基づく統計的な判断や普遍的要素ないし傾

向が重視されているため、原告は、個別のレースにおける偶発的要素による影響をできるだ

け排除するため、条件に見合うレースと馬券がある限り、できるだけ多数のレースにおいて

多種類の馬券を網羅的に購入し、これを長期的に繰り返すことを重視しているというもので

ある。 

 そして、証拠（甲９、１３、１７、１８、乙１４）によれば、原告は、上記回収率を高め

るために、以下のような検討、分析等を行い、これに基づいて馬券を購入していたことが認

められる。すなわち、原告が利用していたソフトウェア「Ｇ」は、的中率よりも回収率を重

視した競馬ソフトであり、レースに出走する馬ごとに得点が計算され、その得点に基づいて

独自の抽出条件により馬券の買い目を抽出する機能を有するところ、上記の得点や抽出条件

に代えて、ユーザが独自で考えた得点（ユーザ得点）や抽出条件を利用して「Ｇ」に馬券を

集出させるカスタマイズ機能も備えていた。そして、原告は、「Ｇ」が有する過去のデータ

に基づいてユーザが任意に設定した条件に当てはまる買い目を買った場合の的中率や回収

率を計算して表示する機能を利用し、前走着順と回収率の関係についての分析を、分析期間

を変えて繰り返し行い、前走着順が５着ないし７着くらいの馬は他の馬と比較して単勝回収

率が高いという傾向が普遍的な傾向であるか否かを検討し、それが普遍的な傾向であると結

論付けた場合には、前走着順が５着ないし７着の馬の得点（ユーザ得点）がその他の馬の得

点よりも相対的に高くなるようにユーザ得点を補正するなどした。その際、的中率がどれだ

け高くても回収率が低ければ長期的にみればマイナスが大きくなることから、的中率は無視

することとした。さらに原告は、回収率に影響を与え得るファクターは、上記の前走着順以

外にも、競走馬の血統や騎手、枠順（外枠か内枠か）、性別、負担重量など多数存するとし

て、これら多数のファクターと回収率の関係を一つずつ検証し、回収率との関係に普遍的な

傾向が認められるファクターを見つけ出す作業を行った。原告は、休日を利用して数か月か

けて上記のような検証を行い、前走の着順を含め、前走に関する様々なファクターのほか、

２走前の着順、３走前の着順や競走馬の属性、馬場の状態等の約４０のファクターを採用し、

これらのファクターに基づいてユーザ得点の計算式を補正した。そして原告は、各馬の得点

（ユーザ得点）のより高い馬又はそれらの馬の組み合わせに対応する買い目ほど回収率もよ

くなるはずであるとして、馬券の種類ごとに得点がいくら以上であれば回収率が１００％を

超える見込みが高いかを過去のデータに基づいて検証し、抽出条件を設定した。その上で原

告は、上記抽出条件により抽出されたそれぞれの馬券の購入金額を決めるための金額式を作

成したが、その設定に当たっては、収支を安定させるため、オッズに反比例するように購入

金額を設定するなどした。このようにして原告は、もっぱら回収率に着目し、多数のレース

において多種類の馬券を継続的に購入することによって、想定した回収率に近づけ、収支を

安定させ、期待する黒字の収支を実現しようとした。 

 以上のように、原告が行っていた馬券購入行為は、一般的な馬券購入行為のようにレース

ごとに特定の馬券の的中や獲得できる払戻金の多寡を検討して利益を獲得しようとするも

のではなく、もっぱら回収率に注目するものであり、多数のレースにおいて多種類の馬券を

継続的に購入することによって、個別のレースにおける当たり外れの偶然性の要素による影

響を抑え、想定した回収率に近づけ、収支を安定させ、総体として利益を獲得しようとする

ものであって、これは個別のレースの枠を超え、上記のとおり多数のレースにおいて多種類
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の馬券を継続的に購入することによって初めて実現が可能になる性質のものといえる。そし

て、原告は、これを実行するために、前記前提事実(2)のとおり、過去のデータから独自に

抽出した要素によって自動的に回収率が高くなる投票方法を抽出し、Ｂを用いて、平成１７

年から平成２１年にかけて、全競馬場の新馬戦及び障害レースを除く競走のうち、年にもよ

るが少ない年でも６割強、多い年であると実に９割強のレースにおいて馬券を網羅的かつ自

動的に購入したのであり、その購入金額は平成１７年５月以降は各節ごとに百万円を超える

ようになり、同年１０月以降は各節ごとに数百万円単位となることが常態化するようになっ

ており、その結果、月ごとに見れば赤字となる月もあるが概ね黒字であり、１月から始まる

年単位でみれば、５年間にわたって毎年利益が出る（各年における払戻金の総額が、馬券購

入費用の総額を上回る）状況であった。 

 このような原告の馬券購入行為における個々のレースでの馬券購入は、客観的にみて、一

般の馬券購入行為におけるそれとは明らかに意味づけを異にするものであり、利益の獲得方

法についても、一般の馬券購入者がレースごとの払戻金の有無を基礎として考えることが多

いのに対し、原告は、極めて多種類かつ多レースにおける馬券購入を大前提として、長期的

な差引きをもって利益をとらえるという点で相当異なるものであることは明らかである。 

 そして、そのような原告の馬券購入行為は、後に的中馬券として払戻金の対象となる馬券

のみならず、結果として外れ馬券となる馬券の購入行為も含めて、個々のレースの枠を超え

た多数のレースにおける継続的な馬券の購入という、一連の継続的行為というべきものであ

り、これらの一連の行為が、総体として、恒常的に所得を生じさせているものと認められる

のであって、この継続的行為によって獲得される払戻金が、偶発的な一時の所得であるとい

うことはできない。 

ウ そうすると、原告の馬券購入行為から生じた所得は、「営利を目的とする継続的行為から

生じた所得」といえるのであって、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一

時の所得」には該当しないというべきであるから、所得税法３４条１項のその余の要件につ

き判断するまでもなく、本件競馬所得が一時所得に当たるものとは認められない。 

(3) 被告の主張について 

ア 被告は、偶発的な原因が偶々連続して所得が発生したとしても、払戻金の発生は馬券の的

中という偶然の結果によって個々のレースごとに生じるのであるから、継続的はなく、恒常

的な所得とは言い難いと主張する。 

 しかしながら、原告が獲得した払戻金の総額は、網羅的に多数のレースにおいて多種類の

馬券をほぼ自動的に購入し続けた結果生じたといえるものであり、その一連の馬券購入行為

の間に継続的行為としての一連性が認められることは上記(2)で説示したとおりであるし、

原告は、もっぱら回収率に着目し、多数のレースにおいて多種類の馬券を購入することによ

って、統計的な予測に従えば、全体として払戻金の総額が馬券の総購入費用を上回る結果と

なって利益が出るとして、これを多数のレースかつ多種類の馬券の購入によって実行したの

であるから、この点で一般的な馬券購入行為とは明らかに性質を異にするものと認められ、

このような馬券購入行為によって払戻金を受けることは偶発的なものといえないから、被告

の主張は理由がない。 

 なお、被告は、期間の区切り方によれば総払戻金の額が馬券の総購入費用を上回っていな

い期間もあるから、原告の所得は偶発的かつ一時のものであり、担税力の低いものであると
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主張するが、平成１７年から平成２１年にかけて、１月から始まる年単位でみれば、５年間

にわたって毎年利益が出る（各年における払戻金の総額が、馬券購入費用の総額を上回る）

状況であったことは、上記(2)イのとおりであり、原告の一連の馬券購入行為を想定した回

収率に近づけ、収支を安定させるに足る程度の継続性をもった一定の期間としてみたときに、

それが恒常的に所得を生じさせ得るといえる程度に達していたものといえることは明らか

であり、被告の主張は理由がない。 

イ 被告は、取得する経済的利得の内容は同じであるにもかかわらず、馬券購入者の馬券購入

行為に対する単なる主観や馬券購入行為の在り方によって、所得の区分が変わってくるとい

うことになれば、課税の概念を著しく不安定となり、かつ、租税の法的安定性及び予測可能

性が著しく害されるから、採用し得ないと主張する。 

 しかしながら、原告の馬券購入行為が一般的な馬券購入行為とは明らかに性質を異にする

ものと認められることは上記説示のとおりであるところ、所得を生み出す馬券購入行為の在

り方によって課税区分が異なるものとなることは所得税法の解釈として何ら禁止されるも

のではないし、上記説示のような原告の馬券購入行為が、単なる原告の主観にとどまらず、

客観的な馬券購入行為としても一般的な馬券購入行為とは明らかに性質を異にするもので

あることからすれば、そのような原告の馬券購入行為をもって、一般的な馬券購入行為とは

異なる課税区分に当たるとすることが課税の法的安定性や予測可能性を害するものとは到

底認められないから、被告の主張は理由がない。 

ウ 被告は、一時所得及び雑所得は、全ての利得を課税所得に取り込むための所得という性質

上、その内容について積極的な定義づけが困難であり、「営利を目的とする継続的行為から

生じた所得」という要件は、解釈の余地を残すものであるから、単純な文理解釈は誤りであ

り、法の趣旨目的に照らして、その意味内容を明らかにすべきところ、所得の区分に当たっ

ては、所得の発生原因に継続性、恒常性が認められないものは一時所得に該当するものとし

て解釈すべきであると主張する。 

 しかしながら、一時所得に当たるか否かについて、所得税法３４条１項の規定を前提にし

た解釈をすべきは当然であって、被告の主張がその規定を離れた解釈をすべきというのであ

れば失当というほかないし、他方、規定の意味内容を検討するに当たって、同法の趣旨目的

に照らした解釈をすべきこともまた当然であって、原告の馬券購入行為から生じた所得が一

時所得には当たらないとの上記判断も、上記説示のとおり原告の馬券購入行為の性質を認定

した上でのものであるから、いずれにせよ、被告の主張は理由がない。 

エ 被告は、営利を目的とする継続的行為「から生じた所得」といえるか否かを検討する以上、

馬券購入行為のみならず馬券の的中をも含めて「営利を目的とする継続的行為」といえなけ

れば文理解釈に反すると主張する。 

 しかしながら、原告の馬券購入行為は、もっぱら回収率に着目し、多数のレースにおいて

多種類の馬券を継続的に購入することによって、想定した回収率に近づけ、収支を安定させ、

期待する黒字の収支を実現しようとするものであって、後に的中馬券として払戻金の対象と

なる馬券のみならず、結果として外れ馬券となる馬券の購入行為も含めて、個々のレースの

枠を超えた多数のレースにおける継続的な馬券の購入という、一連の継続的行為というべき

ものであり、これらの一連の行為が、総体として、恒常的に所得を生じさせているものと認

められることは上記(2)イで説示したとおりである。このような原告の一連の馬券購入行為
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については、的中した馬券の購入行為のみならず、外れ馬券となる馬券の購入行為も含めて、

「営利を目的とする継続的行為」に当たると解するのが相当であって、馬券購入行為のみな

らず、馬券の的中（なお、馬券の的中が納税者の「行為」に該当するとは解し得ない。）を

も含めるべきである旨の被告の主張は失当である。 

(4) 本件競馬所得の所得区分 

 以上に説示したところに加えて、本件競馬所得が、利子所得、配当所得、不動産所得、給与

所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得のいずれにも該当しないことは明らかであること、馬

券購入に係る払戻金の獲得が原告の事業に該当しないことは当事者間で争いがなく（前記前提

事実(3)イ）、本件競馬所得は事業所得にも該当しないと認められることからすれば、本件競馬

所得は、所得税法上、雑所得に分類されるものと認められる。 

３ 争点(3)（本件競馬所得が雑所得に該当する場合、必要経費として控除される馬券購入費用は、

的中した馬券の購入金額に限られるか、外れ馬券の購入金額も含まれるか。）について 

(1) 本件競馬所得を生ずるための継続的行為における原告の収支の状況は、前記前提事実(2)ア

及びイのとおりであるところ、被告は、雑所得の必要経費として控除されるのは、所得を生ず

べき業務と直接関係するものであり、かつ、当該業務の遂行上必要なものであることを要する

から、個々の払戻金と直接的な対応関係が認められる費用、すなわち的中した馬券の購入費用

に限られると主張する。 

 しかしながら、前記２(2)イで説示したとおり、原告の馬券購入行為は、的中率ではなくも

っぱら回収率に注目するものであり、多数のレースにおいて多種類の馬券を継続的に購入する

ことによって、個別のレースにおける当たり外れの偶然性の要素による影響を抑え、想定した

回収率に近づけ、収支を安定させ、総体として利益を獲得しようとするものであって、結果と

して外れてしまう馬券が多数生じることもむしろ前提とした上で、多種類の馬券を継続的に購

入することによって、馬券の総購入費用を上回る払戻金を得ることによって利益を得ようとい

うものであり、これが原告の主観にとどまらず、客観的にも、そのような行為態様がとられて

いるのであるから、的中した馬券の購入費用のみが当該業務の遂行上必要なものであったとい

うことはできない。 

 むしろ、上記のような原告の馬券購入行為を前提とすれば、外れ馬券も含めた馬券の総購入

費用が、払戻金を獲得するため「直接に要した費用」に当たると解すべきであるし、少なくと

も、払戻金に係る「所得を生ずべき業務について生じた費用」に当たることは明らかであるか

ら、いずれにせよ、払戻金の生じた年中の所得から必要経費として控除することができるもの

と解するのが相当である。 

(2) また、被告は、外れ馬券の購入費用は所得税法４５条１項１号の「家事上の経費」あるい

は所得税法施行令９６条１号にいう家事上の経費に関連する経費の主たる部分が雑所得を生

ずべき業務の遂行上必要であり、かつ、その必要である部分を明らかに区分することができる

場合における当該部分に相当する経費以外の経費に当たるから、必要経費として算入すること

ができないと主張する。 

 しかしながら、上記のとおり、原告の馬券購入行為は、もっぱら回収率に注目し、多数のレ

ースにおいて、多種類の馬券を、網羅的かつ自動的に購入するというものであり、個々のレー

スごとの当たり外れや払戻金の多寡ではなく、長期的にみて、総購入費用に係る支出額を上回

る払戻金総額を受けることを目的としており、客観的にも、そのような態様で行われていたと
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認められることからすれば、馬券購入費用のうち的中しなかったために払戻金の支払の対象と

ならなかった費用が、原告の趣味や嗜好、消費生活に用いられたものとは到底認められないか

ら、被告の主張は理由がない。 

(3) よって、本件競馬所得に係る所得の計算においては、馬券の総購入金額を必要経費に算入

すべきこととなる。 

４ 争点(4)（本件各処分の適法性）について 

(1) 平成１７年分から平成１９年分までの決定処分（本件各決定処分）の適法性 

 以上によれば、原告が各年中に受領した払戻金は雑所得に区分されることになり、各年中の

総馬券購入費を控除した額が雑所得の額となるから、各年の払戻金の総額から各年の馬券購入

費の総額を控除した額を各年の雑所得の額とすべきところ（所得税法３７条１項）、被告は、

各年の払戻金の総額については所得の額として主張するものの（前記前提事実(5)イ、別紙「原

告の本件各年分における納付すべき所得税の額の計算根拠（被告の主張）」の(1)ア(イ)ａ、(2)

ア(イ)ａ、(3)ア(イ)ａ、別表１「原告所有のパーソナルコンピュータに保存されていたデー

タに基づく差引金額の計算」の「①払戻金」欄の各年の総額）、控除すべき金額としては、的

中馬券の購入費用（別紙「原告の本件各年分における納付すべき所得税の額の計算根拠（被告

の主張）」の(1)ア(イ)ｂ、(2)ア(イ)ｂ、(3)ア(イ)ｂ）しか主張していないから、原告の平成

１７年分から平成１９年分までの雑所得の額を被告の主張から確定することはできない。 

 もっとも、原告は、別紙「原告の実際の所得金額（原告の主張）」記載のとおり、Ｄ銀行の

Ｈ口座（本件Ｈ口座）における取引のほか、Ｅ銀行及びＦ銀行におけるＨ口座における取引も

含めた払戻金の総額と、馬券購入費用の総額を自ら認める主張をしている（なお、これら各金

額については、証拠（甲４２ないし４６）によっても、認めることができる。）から、同別紙

の「差引金額」欄記載の金額の限度で、これを原告の雑所得の金額と認めるのが相当である（な

お、上記Ｅ銀行及びＦ銀行における各Ｈ口座に係る取引による所得もＤ銀行における本件Ｈ口

座に係る取引による所得（本件競馬所得）と同様に、一時所得ではなく、雑所得に該当するも

のと認められる。）。 

 そうすると、原告が本件各年分中の馬券購入行為によって得た所得（以下「原告競馬所得」

という。）のうち平成１７年分から平成１９年分までの額は、別紙「原告の実際の所得金額（原

告の主張）」の「差引金額」欄記載のとおりとなるから、原告の平成１７年分から平成１９年

分までの納付すべき税額は、別紙「原告の納付すべき税額等」の各年分の「エ」のとおり、平

成１７年分については２４８万３７００円、平成１８年分については１３５万０３００円、平

成１９年分については、３８８９万３９００円であったと認められ、これらの金額は、別表２

「課税の経緯」の「決定処分」欄の「納付すべき税額」欄記載の本件各決定処分における平成

１７年分から平成１９年分までの納付すべき税額を下回るから、本件各決定処分は、上記の各

年分の納付すべき税額を上回る部分についていずれも違法であり取消しを免れない。 

 この点、原告は、本件各決定処分には課税要件の根幹に関わる重大かつ明白な瑕疵が認めら

れるとして、本件各決定処分の全体が取り消されるべき旨を主張するが、本件において生野税

務署長の判断に所得の発生に関する事実誤認及び法令解釈の誤りがあるとしても、課税要件の

根幹に関わる瑕疵とまではいえないし、課税処分の取消訴訟における実体上の審判の対象は、

当該課税処分によって確定された税額の適否であり、課税処分における税務署長の所得の源泉

の認定等に誤りがあっても、これにより確定された税額が総額において租税法規によって客観
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的に定まっている税額を上回らなければ、当該課税処分は適法であり、またかかる客観的に定

まっている税額を上回る場合には、当該課税処分はその上回る部分のみが違法となるものとい

うべきであるところ（最高裁判所平成●●年（○○）第●●号同４年２月１８日第三小法廷判

決・民集４６巻２号７７頁参照）、この理は、納付すべき税額だけでも当該年分の実際所得金

額を著しく上回る等の事情がある場合であっても何ら異なるものではないから、憲法１４条、

２９条に違反し、無効ないし取り消されるべき重大な瑕疵がある旨の原告の主張はいずれも理

由がない。 

(2) 平成２０年分及び平成２１年分の更正処分（本件各更正処分）の適法性 

 平成２０年分及び平成２１年分についても、原告がこれら各年中に受領した払戻金の総額か

ら各年中の総馬券購入費を控除した額が各年の雑所得の額となるところ、被告の主張によって

は、これを確定することができず、原告の主張によってこれを認めるのが相当であることは上

記(1)で説示したとおりである。 

 そうすると、原告競馬所得のうち平成２０年分及び平成２１年分の額は、別紙「原告の実際

の所得金額（原告の主張）」の「差引金額」欄記載のとおりとなるから、原告の当該各年分の

納付すべき税額は、別紙「原告の納付すべき税額等」の当該各年分の「エ」のとおり、平成２

０年分については９０９万３９００円、平成２１年分については３９３万５１００円であった

と認められ、これらの金額は、別表２「課税の経緯」の「更正処分」欄の「納付すべき税額」

欄記載の本件各更正処分における平成２０年分及び平成２１年分の納付すべき税額を下回る

から、本件各更正処分は、上記の各年分の納付すべき税額を上回る部分についていずれも違法

であり取消しを免れない。 

 この点、原告は、本件各更正処分には課税要件の根幹に関わる瑕疵があるため、その全ての

部分につき取り消されるべきである旨を主張するが、上記(1)と同様、原告の主張は理由がな

い。 

(3) 本件各年分の無申告加算税の賦課決定処分（本件各賦課処分）の適法性 

ア 上記(1)及び(2)で説示した原告の本件各年分の納付すべき所得税の額は、別紙「原告の納

付すべき税額等」の本件各年分の「エ」のとおりであるところ、原告が平成１７年分から平

成１９年分までの原告競馬所得の申告をせず、国税通則法２５条に基づく税務署長による決

定がされたこと（同法６６条１項１号）、平成２０年分及び平成２１年分については、期限

後申告がされたこと（同号）は前記前提事実(4)、(5)のとおりであるから、生野税務署長が

無申告加算税を課したこと自体は適法であるといえるが、その額は、別紙「原告の納付すべ

き税額等」の本件各年分の「オ」のとおりとなり、いずれも、本件各賦課処分により課され

た無申告加算税の額を下回るから、本件各賦課処分は、本件各年分で課すべき無申告加算税

の額を上回る部分についてはいずれも違法であり、取消しを免れない。 

イ 以上に対し、原告は、本件については国税通則法６６条１項ただし書が規定する「期限内

申告書の提出がなかったことについて正当な理由がある」と認められるから、そもそも無申

告加算税を賦課すべき場合に当たらないと主張し、上記「正当な理由」を基礎づける事情と

して、① 課税庁の見解に従って確定申告を行えば、過大な納税義務を課せられるおそれが

ある一方、原告の見解に従って確定申告を行えば、単純無申告犯よりも重い過少申告ほ脱犯

の罪責を問われる危険性があり、申告自体を躊躇せざるを得なかったこと、② 課税庁は馬

券の払戻金に係る所得の取扱いを明確に定めたり、周知したりすることなく、積極的な課税
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もしていなかったため、期限内申告書の提出を原告に対してのみ求めることは不公平である

こと等を主張する。 

 そこで検討するに、無申告加算税は、無申告による納税義務違反の事実があれば、原則と

してその違反者に対し課されるものであり、これによって当初から適法に申告し納税した納

税者との間の客観的不公平の実質的な是正を図るとともに、無申告による納税義務違反の発

生を防止し、適正な申告納税の実現を図り、もって納税の実を挙げようとする行政上の措置

であるから、無申告加算税の上記の趣旨に照らせば、国税通則法６６条１項ただし書にいう

「正当な理由があると認められる場合」とは、真に納税者の責めに帰することのできない客

観的な事情があり、上記のような無申告加算税の趣旨に照らしても、なお、納税者に無申告

加算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解される（なお、国税通則法６

５条４項が規定する「正当な理由」につき、最高裁判所平成●●年（○）第●●号同１８年

４月２０日第一小法廷判決・民集６０巻４号１６１１頁参照）。 

 これを本件についてみると、納税者は、仮に所得区分やその計算にあたって控除される費

用についての見解が統一されていないとしても、まずは自己の認識に基づいて申告書を提出

し、異なる見解に基づき行政処分を受けた場合には不服申立てをするなどして争うべきこと

が制度上予定されていると解されるから、課税に関する見解が実務上固まっているとはいえ

ないことや重い罪責を負う可能性があることは、国税徴収法６６条１項ただし書が規定する

「正当な理由」とはいえないし、課税庁が課税区分等の取扱いについて周知等をしていなか

ったとしても、原告は、平成１７年頃には、競馬の払戻金についても確定申告をしなければ

ならないということを知っていたこと（甲１８）からすれば、外れ馬券を経費として認めて

もらえない可能性があると考えていたことを考慮しても、本件につき原告が期限内に申告書

の提出をしなかったことにつき正当な理由があるとは認められない。なお、証拠（甲１８）

によれば、原告は、過去に馬券の払戻金を確定申告せずに問題となったケースが見つからな

かったことについても期限前申告をしなかった理由として述べているが、他の納税者による

申告ないし他の納税者に対する課税の状況についての認識が、真に納税者の責めに帰するこ

とのできない客観的な事情に当たるとは到底認められないし、また、たとい過去に問題とな

ったケースがなかったとしても、これをもって、真に納税者（原告）の責めに帰することの

できない客観的な事情ということもできない。 

 そうすると、本件において、本件各年分の原告競馬所得につき、原告が期限前申告書を提

出しなかったことについては、いずれも上記「正当な理由」があるとは認められない。 

 なお、本件各賦課処分についても、課税要件の根幹に関わる瑕疵があるとはいえず、その

全てを取り消すべきものと解することができないことは上記(1)において説示したとおりで

ある。 

５ 結論 

 よって、本件訴えのうち、生野税務署長がした各更正処分中、原告が自ら所得税に係る申告を

した部分についての取消しを求める部分（主文１項(1)及び(2)に記載した部分）は、いずれも不

適法であるからこれらを却下し、本件各処分の取消請求のうち、本件各年分中の原告競馬所得を

雑所得として計算し、馬券購入総額を必要経費として計算し直した原告の所得税等の額を上回る

各部分（主文２項及び３項に記載した部分）の取消しを求める部分はいずれも理由があるからこ

れらを認容し、その余の部分についてはいずれも理由がないからこれらを棄却することとし、訴
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訟費用の負担につき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６４条本文、６１条を適用して主文のとお

り判決する。 

 

大阪地方裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 田中 健治 

   裁判官 三宅 知三郎 

   裁判官 松本 諭 
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（別紙） 

当事者目録 

原告        ■■■■■ 

同訴訟代理人弁護士 中尾 巧 

同         中村 和洋 

同         舞弓 和宏 

同補佐人税理士   鹿田 良美 

被告        国 

同代表者法務大臣  馬場 みどり 

処分行政庁     生野税務署長 

          松田 政文 

被告指定定代理人  大黒 淳子 

同         小銭 慎司 

同         徳山 健一 

同         島田 文彦 

同         畑山 茂樹 

同         坂井 誠司 

同         岩本 珠美 
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（別紙） 

法令の定め 

１ 所得区分 

(1) 所得税法は、所得を、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山

林所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得の１０種類に区分し、これらの所得ごとに所得の金額を計

算をする旨規定する（所得税法２１条１項１号）。 

(2) 所得税法は、一時所得につき、「利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職

所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外

の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいう。」と

規定する（所得税法３４条１項）。 

(3) 所得税法は、雑所得につき、「利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所

得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。」と規定する（所得税

法３５条１項）。 

２ 所得の金額の計算方法 

(1) 所得税法２２条２項は、一時所得の金額を他の所得の金額と合計して総所得金額を算出する際

は、当該一時所得の金額の２分の１に相当する金額を合計する旨を規定する。 

(2) 所得税法３４条２項は、「一時所得の金額は、その年中の一時所得に係る総収入金額からその収

入を得るために支出した金額（その収入を生じた行為をするため、又はその収入を生じた原因の発

生に伴い直接要した金額に限る。）の合計額を控除し、その残額から一時所得の特別控除額を控除

した金額とする」旨を規定し、同条３項は、その特別控除額を最大５０万円とする旨規定する。 

(3) 所得税法３５条２項は、雑所得の金額は、その年中の公的年金等の収入金額から公的年金等控

除額を控除した残額と、その年中の雑所得（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入金額か

ら必要経費を控除した金額との合計額とする旨を規定している。そして、ここにいう必要経費とは、

別段の定めがあるものを除き、当該雑所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得

るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、一般管理費その他当該雑所得を生ずべき

業務について生じた費用（償却費以外の費用でその年において債務の確定しないものを除く。）の

額とする旨が規定されている（同法３７条１項）。 

 所得税法４５条１項１号は、居住者が支出し又は納付する家事上の経費及びこれに関連する経費

で政令で定めるものの額は、その者の雑所得の金額の計算上、必要経費に算入しない旨規定してい

る。そして、所得税法施行令９６条は、上記政令で定める経費として、家事上の経費に関連する経

費の主たる部分が雑所得を生ずべき業務の遂行上必要であり、かつ、その必要である部分を明らか

に区分することができる場合における当該部分に相当する経費を除く旨規定する。 

３ 法定申告期限 

(1) 所得税法１２０条１項は、居住者は、その年分の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額

の合計額が同法第２章第４節（所得控除）の規定による雑損控除その他の控除の額の合計額を超え

る場合において、当該総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額からこれらの控除の額を同法８

７条第２項（所得控除の順序）の規定に準じて控除した後の金額をそれぞれ課税総所得金額、課税

退職所得金額又は課税山林所得金額とみなして同法８９条（税率）の規定を適用して計算した場合

の所得税の額の合計額が配当控除の額を超えるときは、同法１２３条１項（確定損失申告）の規定

による申告書を提出する場合を除き、第３期（その年の翌年２月１６日から３月１５日までの期間
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をいう。）において、税務署長に対し、所定の事項を記載した申告書を提出しなければならないと

規定する。 

(2) 国税通則法１８条１項は、期限内申告書を提出すべきであった者は、その提出期限後において

も、同法２５条（決定）の規定による決定があるまでは、納税申告書を税務署長に提出することが

できる旨を規定する。 

４ 無申告加算税に関する法令の定め 

(1) 国税通則法６６条１項は、期限後申告書の提出若しくは同法２５条（決定）の規定による決定

があった場合（同項１号）又は期限後申告書の提出若しくは上記決定があった後に修正申告書の提

出若しくは更正があった場合（同項２号）には、当該納税者に対し、その申告、更正又は決定に基

づき同法３５条２項の規定により納付すべき税額に１００分の１５の割合を乗じて計算した金額

に相当する無申告加算税を課する旨規定する。 

 また、同法６６条２項（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。同改正の施行日である平

成１９年１月１日からは、同項と同趣旨の規定として、同改正による同法律第１０号附則１条５号

ハが適用され、所得税については同日以降に法定申告期限が到来する平成１８年分から適用され

る。）は、国税通則法６６条１項に該当する場合において、同項に規定する納付すべき税額が５０

万円を超えるときは、同項の無申告加算税の額は、同項の規定にかかわらず、同項の規定により計

算した金額に、当該超える部分に相当する税額（同項に規定する納付すべき税額が当該超える部分

に相当する税額に満たないときは、当該納付すべき税額）に１００分の５の割合を乗じて計算した

金額を加算した金額とする旨規定する。 

(2) 国税通則法６６条４項（平成１８年法律第１０号による改正前は同条２項）は、上記(1)の無申

告加算税は、期限内申告書の提出がなかったことについて正当な理由があると認められる場合は課

さない旨を規定する。 

 また、国税通則法６６条４項（平成１８年法律第１０号による改正前は同条２項）は、無申告加

算税について納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうちに、その修正申告又は更正前の税額

（還付金の額に相当する税額を含む。）の計算の基礎とされていなかったことについて正当な理由

があると認められるものがある場合には、当該納付すべき税額からその正当な理由があると認めら

れる事実に基づく税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除する旨規定している。 
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（別紙）   原告の実際の所得金額（原告の主張） 

 

 収入（払戻金） 支出（購入費用） 差引金額 

平成１７年 1億0839万9080円 9897万4000円 942万5080円 

平成１８年 5億4370万2140円 5億3812万1400円 558万0740円 

平成１９年 7億6779万0180円 6億6737万0700円 1億0041万9480円 

平成２０年 14億4683万5930円 14億2059万2800円 2624万3130円 

平成２１年 7億9820万8610円 7億8480万6100円 1340万2510円 

※ 本件各処分において課税の対象となったＤ銀行のＨ口座（本件Ｈ口座）における取引のほか、Ｅ銀

行及びＦ銀行におけるＨ口座における取引を含む。 
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（別紙）原告の本件各年分における納付すべき所得税の額の計算根拠（被告の主張） 

 

(1) 平成１７年分 

ア 総所得金額 ５５７０万１５５２円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の一時所得の金額（所得税法２２条２項２号の

規定による２分の１に相当する金額。以下、他の年分の一時所得の金額において同じ。）との合計

額である。 

(ア) 給与所得の金額 ７５８万１２４２円  

 上記金額は、原告が勤務先から平成１７年中に支払を受けた給与等の収入金額９７５万６９３

６円から、所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項の規定により控除した残額

である。 

(イ) 一時所得の金額 ４８１２万０３１０円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの総収入金額を得るために支出した金額を控除し、

その残額から所得税法３４条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額の

２分の１に相当する金額である（所得税法２２条２項２号）。 

ａ 総収入金額 １億０２５５万４７２０円  

 上記金額は、原告がＡから平成１７年中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である（別

表１の平成１７年分の「①払戻金」の「合計」欄）。 

ｂ 総収入金額を得るために支出した金額 ５８１万４１００円  

 上記金額は、上記ａの払戻金に係る的中馬券の購入金額の合計額である（別表１の平成１７

年分の「④的中馬券購入金額」の「合計」欄）。 

イ 所得控除の額の合計額 １３５万１０８１円  

 上記金額は、原告の平成１７年分における所得控除の額の合計額である。 

ウ 課税される所得金額 ５４３５万円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額（国税通則

法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下、他の年分の課税

される所得金額において同じ。）である。 

エ 納付すべき所得税の額 １６６３万６７００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から、(イ)及び(ウ)の合計額を控除した金額である。 

(ア) 課税される所得金額に対する税額 １７６１万９５００円  

 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項（平成１８年法律第１

０号による改正前のもの）及び経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の

負担軽減措置に関する法律（以下「負担軽減措置法」という。）４条（平成１８年法律第１０号

による廃止前のもの）の規定を適用して算出した金額である。 

(イ) 定率減税額 ２５万円  

 上記金額は、負担軽減措置法６条（平成１７年法律第２１号による改正前のもの）の規定を適

用して算出した金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 ７３万２８００円  

 上記金額は、上記ア(ア)の給与等の収入金額に係る源泉徴収税額である。 

(2) 平成１８年分 
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ア 総所得金額 ２億６１２２万０９５３円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の一時所得の金額との合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ７５３万８０５３円  

 上記金額は、原告が勤務先から平成１８年中に支払を受けた給与等の収入金額９７０万８９４

８円から、所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項の規定により控除した残額

である。 

(イ) 一時所得の金額 ２億５３６８万２９００円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの総収入金額を得るために支出した金額を控除し、

その残額から所得税法３４条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額の

２分の１に相当する金額である（所得税法２２条２項２号）。 

ａ 総収入金額 ５億２６１２万７６００円  

 上記金額は、原告がＡから平成１８年中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である（別

表１の平成１８年分の「①払戻金」の「合計」欄）。 

ｂ 総収入金額を得るために支出した金額 １８２６万１８００円  

 上記金額は、上記ａの払戻金に係る的中馬券の購入金額の合計額である（別表１の平成１８

年分の「④的中馬券購入金額」の「合計」欄）。 

イ 所得控除の額の合計額 １４１万９００８円  

 上記金額は、原告の平成１８年分における所得控除の額の合計額である。 

ウ 課税される所得金額 ２億５９８０万１０００円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額である。 

エ 納付すべき所得税の額 ９２７０万６９００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から、(イ)及び(ウ)の合計額を控除した金額（ただし、国税通則法

１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下、他の年分の納付すべ

き所得税の額において同じ。）である。 

(ア) 課税される所得金額に対する税額 ９３６３万６３７０円  

 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項（ただし、平成１８年

法律第１０号による改正前のもの）及び負担軽減措置法４条（平成１８年法律第１０号による廃

止前のもの）の規定を適用して算出した金額である。 

(イ) 定率減税額 １２万５０００円  

 上記金額は、負担軽減措置法６条（平成１８年法律第１０号による廃止前のもの）の規定を適

用して算出した金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 ８０万４４００円  

 上記金額は、上記ア(ア)の給与等の収入金額に係る源泉徴収税額である。 

(3) 平成１９年分 

ア 総所得金額 ３億７４２０万０１３２円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の一時所得の金額との合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ６９４万２１４７円  

 上記金額は、原告が勤務先から平成１９年中に支払を受けた給与等の収入金額９０４万６８３

０円から、所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項の規定により控除した残額

である。 
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(イ) 一時所得の金額 ３億６７２５万７９８５円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの総収入金額を得るために支出した金額を控除し、

その残額から所得税法３４条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額の

２分の１に相当する金額である（所得税法２２条２項２号）。 

ａ 総収入金額 ７億６７７８万１３７０円  

 上記金額は、原告がＡから平成１９年中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である（別

表１の平成１９年分の「①払戻金」の「合計」欄）。 

ｂ 総収入金額を得るために支出した金額 ３２７６万５４００円  

 上記金額は、上記ａの払戻金に係る的中馬券の購入金額の合計額である（別表１の平成１９

年分の「④的中馬券購入金額」の「合計」欄）。 

イ 所得控除の額の合計額 １４６万９２９８円  

 上記金額は、原告の平成１９年分における所得控除の額の合計額である。 

ウ 課税される所得金額 ３億７２７３万円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額である。 

エ 納付すべき所得税の額 １億４５６２万９１００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を控除した金額である。 

(ア)課税される所得金額に対する税額 １億４６２９万６０００円  

 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項の規定を適用して算出

した金額である。 

(イ) 源泉徴収税額 ６６万６９００円  

 上記金額は、上記ア(ア)の給与等の収入金額に係る源泉徴収税額である。 

(4) 平成２０年分 

ア 総所得金額 ６億９６９４万８７７９円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の一時所得の金額との合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ６２３万６４２９円  

 上記金額は、原告が平成２０年分の所得税の確定申告書に記載した給与所得の金額と同額であ

る。 

(イ) 一時所得の金額 ６億９０７１万２３５０円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの総収入金額を得るために支出した金額を控除し、

その残額から所得税法３４条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額の

２分の１に相当する金額である（所得税法２２条２項２号）。 

ａ 総収入金額 １４億４６８３万５５００円  

 上記金額は、原告がＡから平成２０年中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である（別

表１の平成２０年分の「①払戻金」の「合計」欄）。 

ｂ 総収入金額を得るために支出した金額 ６４９１万０８００円  

 上記金額は、上記ａの払戻金に係る的中馬券の購入金額の合計額である（別表１の平成２０

年分の「④的中馬券購入金額」の「合計」欄）。 

イ 所得控除の額の合計額 １４０万９８６９円  

 上記金額は、原告が平成２０年分における所得税の確定申告書に記載した所得控除の額の合計額

と同額である。 
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ウ 課税される所得金額 ６億９５５３万８０００円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額である。 

エ 納付すべき所得税の額 ２億７４８８万１５００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を控除した金額である。 

(ア) 課税される所得金額に対する税額 ２億７５４１万９２００円  

 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項の規定を適用して算出

した金額である。 

(イ) 源泉徴収税額 ５３万７７００円  

 上記金額は、原告が平成２０年分の所得税の確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である。 

(5) 平成２１年分 

ア 総所得金額 ３億８８３６万３２０５円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の一時所得の金額との合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ６９０万円  

 上記金額は、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書に記載した給与所得の金額と同額であ

る。 

(イ) 一時所得の金額 ３億８１４６万３２０５円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの総収入金額を得るために支出した金額を控除し、

その残額から所得税法３４条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額の

２分の１に相当する金額である（所得税法２２条２項２号）。 

ａ 総収入金額 ７億９５１７万６１１０円  

 上記金額は、原告がＡから平成２１年中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である（別

表１の平成２１年分の「①払戻金」の「合計」欄）。 

ｂ 総収入金額を得るために支出した金額 ３１７４万９７００円  

 上記金額は、上記ａの払戻金に係る的中馬券の購入金額の合計額である（別表１の平成２１

年分の「④的中馬券購入金額」の「合計」欄）。 

イ 所得控除の額の合計額 １８３万０８４０円  

 上記金額は、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額

である。 

ウ 課税される所得金額 ３億８６５３万２０００円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額である。 

エ 納付すべき所得税の額 １億５１１５万９５００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を控除した金額である。 

(ア) 課税される所得金額に対する税額 １億５１８１万６８００円  

 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項の規定を適用して算出

した金額である。 

(イ) 源泉徴収税額 ６５万７２８４円  

 上記金額は、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である。 
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（別紙）本件各賦課処分の根拠（被告の主張） 

 

 別紙「原告の本件各年分における納付すべき所得税の額の計算根拠（被告の主張）」のとおり、本件

各決定処分及び本件各更正処分はいずれも適法であるところ、本件各決定処分及び本件各更正処分によ

り新たに納付すべき税額を基礎として計算した無申告加算税の額については、次に述べるとおりである。 

 なお、本件各年分において、原告が期限内申告書を提出しなかったことについて正当な理由があると

は認められず、また、平成２０年分及び平成２１年分において、原告が本件各更正処分により新たに納

付すべきこととなった税額の計算の基礎となった事実のうちに、本件各更正処分前の税額の計算の基礎

とされていなかったことについて、国税通則法６６条４項により準用する同法６５条４項に規定する正

当な理由があると認められる事実もない。 

(1) 平成１７年分 

 平成１７年分の所得税の決定処分により、原告が新たに納付すべきこととなった税額（国税通則法

１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下、他の年分の新たに納付す

べきこととなった税額において同じ。）は、１６６３万円であるから、当該決定処分に伴って賦課さ

れるべき無申告加算税の額は、国税通則法６６条１項の規定に基づき、当該新たに納付すべきことと

なった税額１６６３万に１００分の１５の割合を乗じて算出した金額２４９万４５００円となる。 

 なお、平成１７年分については、平成１８年法律第１０号による改正後の国税通則法６６条２項の

適用はない。 

(2) 平成１８年分 

 平成１８年分の所得税の決定処分により、原告が新たに納付すべきこととなった税額は、９２７０

万円であるから、当該決定処分に伴って賦課されるべき無申告加算税の額は、国税通則法６６条１項

及び２項の規定に基づき、当該新たに納付すべきこととなった税額９２７０万円に１００分の１５の

割合を乗じて算出した金額１３９０万５０００円に、当該新たに納付すべきこととなった税額のうち

５０万円を超える部分に相当する税額９２２０万円に１００分の５の割合を乗じて計算した金額４

６１万円を加算した１８５１万５０００円となる。 

(3) 平成１９年分 

 平成１９年分の所得税の決定処分により、原告が新たに納付すべきこととなった税額は、１億４５

６２万円であるから、当該決定処分に伴って賦課されるべき無申告加算税の額は、国税通則法６６条

１項及び２項の規定に基づき、当該新たに納付すべきこととなった税額１億４５６２万円に１００分

の１５の割合を乗じて算出した金額２１８４万３０００円に、当該新たに納付すべきこととなった税

額のうち５０万円を超える部分に相当する税額１億４５１２万円に１００分の５の割合を乗じて計

算した金額７２５万６０００円を加算した２９０９万９０００円となる。 

(4) 平成２０年分 

 原告は、平成２０年分の所得税につき期限後申告書を提出しているところ、平成２０年分の所得税

の更正処分により、原告が新たに納付すべきこととなった税額は、２億７４８８万円であるから、当

該更正処分に伴って賦課されるべき無申告加算税の額は、国税通則法６６条１項及び２項の規定に基

づき、当該新たに納付すべきこととなった税額２億７４８８万円に１００分の１５の割合を乗じて算

出した金額４１２３万２０００円に、当該新たに納付すべきこととなった税額のうち５０万円を超え

る部分に相当する税額２億７４３８万円に１００分の５の割合を乗じて計算した金額１３７１万９

０００円を加算した５４９５万１０００円となる。 
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(5) 平成２１年分 

 原告は、平成２１年分の所得税につき期限後申告書を提出しているところ、平成２１年分の所得税

の更正処分により、原告が新たに納付すべきこととなった税額は、１億５１２３万円であるから、当

該更正処分に伴って賦課されるべき無申告加算税の額は、国税通則法６６条１項及び２項の規定に基

づき、当該新たに納付すべきこととなった税額１億５１２３万円に１００分の１５の割合を乗じて算

出した金額２２６８万４５００円に、当該新たに納付すべきこととなった税額のうち５０万円を超え

る部分に相当する税額１億５０７３万円に１００分の５の割合を乗じて計算した金額７５３万６５

００円を加算した３０２２万１０００円となる。 
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（別紙）  原告に対する住民税等の課税処分の額 

 

課税年度（対象となる所得年度） 住民税額 課税庁 

平成１８年（平成１７年） 623万4000円 大阪府豊中市長 

平成１９年（平成１８年） 2536万8200円 同上 

平成２０年（平成１９年） 3672万5900円 同上 

平成２１年（平成２０年） 6907万1200円 大阪市長 

平成２２年（平成２１年） 3814万6400円 同上 
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（別紙） 

原告の納付すべき税額等 

(1) 平成１７年分 

ア 総所得金額 １７００万６３２２円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の雑所得の金額との合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ７５８万１２４２円  

 上記金額は、原告が勤務先から平成１７年中に支払を受けた給与等の収入金額９７５万６９３

６円から、所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項の規定により控除した残額

である。 

(イ) 雑所得の金額 ９４２万５０８０円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの必要経費を控除した金額である（所得税法３７条

１項）。 

ａ 総収入金額 １億０８３９万９０８０円  

 上記金額は、原告がＡから平成１７年分中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である。 

ｂ 必要経費 ９８９７万４０００円  

 上記金額は、同年中の馬券購入金額の総額である。 

イ 所得控除の額の合計額 １３５万１０８１円  

 上記金額は、原告の平成１７年分における所得控除の額の合計額である。 

ウ 課税される所得金額 １５６５万５０００円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額（ただし、

国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下、他の年

分の課税される所得金額において同じ。）である。 

エ 納付すべき所得税の額 ２４８万３７００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から、(イ)及び(ウ)の合計額を控除した金額である。 

(ア) 課税される所得金額に対する税額 ３４６万６５００円  

 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項（ただし、平成１８年

法律第１０号による改正前のもの）の規定を適用して算出した金額である。 

(イ) 定率減税額 ２５万円  

 上記金額は、負担軽減措置法６条（平成１７年法律第２１号による改正前のもの）の規定を適

用して算出した金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 ７３万２８００円  

 上記金額は、上記ア(ア)の給与等の収入金額に係る源泉徴収税額である。 

オ 無申告加算税 ５５万６５００円  

 平成１７年分の納付すべき所得税の額は上記エのとおりであるところ、附帯税の額を計算する場

合に基礎とすべき税額（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の

もの。以下、「新たに納付すべきこととなった税額」という。）は２４８万円であるから、賦課され

るべき無申告加算税の額は、国税通則法６６条１項の規定に基づき、当該新たに納付すべきことと

なった税額に１００分の１５の割合を乗じて算出した金額３７万２０００円となる。 

 なお、平成１７年分については、平成１８年法律第１０号による改正後の国税通則法６６条２項

の適用はない。 
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(2) 平成１８年分 

ア 総所得金額 １３１１万８７９３円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の雑所得の金額との合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ７５３万８０５３円  

 上記金額は、原告が勤務先から平成１８年中に支払を受けた給与等の収入金額９７０万８９４

８円から、所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項の規定により控除した残額

である。 

(イ) 雑所得の金額 ５５８万０７４０円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの必要経費を控除した金額である（所得税法３７条

１項）。 

ａ 総収入金額 ５億４３７０万２１４０円  

 上記金額は、原告がＡから平成１８年分中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である。 

ｂ 必要軽費 ５億３８１２万１４００円  

 上記金額は、同年中の馬券購入金額の総額である。 

イ 所得控除の額の合計額 １４１万９００８円  

 上記金額は、原告の平成１８年分における所得控除の額の合計額である。 

ウ 課税される所得金額 １１６９万９０００円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額である。 

エ 納付すべき所得税の額 １３５万０３００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から、(イ)及び(ウ)の合計額を控除した金額（ただし、国税通則法

１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下、他の年分の納付すべ

き所得税の額において同じ。）である。 

(ア) 課税される所得金額に対する税額 ２２７万９７００円  

 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項（ただし、平成１８年

法律第１０号による改正前のもの）の規定を適用して算出した金額である。 

(イ) 定率減税額 １２万５０００円  

 上記金額は、負担軽減措置法６条（平成１８年法律第１０号による廃止前のもの）の規定を適

用して算出した金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 ８０万４４００円  

 上記金額は、上記ア(ア)の給与等の収入金額に係る源泉徴収税額である。 

オ 無申告加算税 ２４万５０００円  

 平成１８年分の納付すべき所得税の額は上記エのとおりであるところ、賦課されるべき無申告加

算税の額は、国税通則法６６条１項及び２項の規定に基づき、当該新たに納付すべきこととなった

税額１３５万円に１００分の１５の割合を乗じて算出した金額２０万２５００円に、当該新たに納

付すべきこととなった税額のうち５０万円を超える部分に相当する税額８５万円に１００分の５

の割合を乗じて計算した金額４万２５００円を加算した２４万５０００円となる。 

(3) 平成１９年分 

ア 総所得金額 １億０７３６万１６２７円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の雑所得の金額との合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ６９４万２１４７円  
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 上記金額は、原告が勤務先から平成１９年中に支払を受けた給与等の収入金額９０４万６８３

０円から、所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項の規定により控除した残額

である。 

(イ) 雑所得の金額 １億００４１万９４８０円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの必要経費を控除した金額である（所得税法３７条

１項）。 

ａ 総収入金額 ７億６７７９万０１８０円  

 上記金額は、原告がＡから平成１９年分中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である。 

ｂ 必要経費 ６億６７３７万０７００円  

 上記金額は、同年中の馬券購入金額の総額である。 

イ 所得控除の額の合計額 １４６万９２９８円  

 上記金額は、原告の平成１９年分における所得控除の額の合計額である。 

ウ 課税される所得金額 １億０５８９万２０００円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額である。 

エ 納付すべき所得税の額 ３８８９万３９００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を控除した金額である。 

(ア)課税される所得金額に対する税額 ３９５６万０８００円  

 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項（平成２５年法律第５

号による改正前のもの）の規定を適用して算出した金額である。 

(イ) 源泉徴収税額 ６６万６９００円  

 上記金額は、上記ア(ア)の給与等の収入金額に係る源泉徴収税額である。 

オ 無申告加算税 ７７５万３０００円  

 平成１９年分の納付すべき所得税の額は上記エのとおりであるところ、賦課されるべき無申告加

算税の額は、国税通則法６６条１項及び２項の規定に基づき、当該新たに納付すべきこととなった

税額３８８９万円に１００分の１５の割合を乗じて算出した金額５８３万３５００円に、当該新た

に納付すべきこととなった税額のうち５０万円を超える部分に相当する税額３８３９万円に１０

０分の５の割合を乗じて計算した金額１９１万９５００円を加算した７７５万３０００円となる。 

(4) 平成２０年分 

ア 総所得金額 ３２４７万９５５９円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の雑所得の金額との合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ６２３万６４２９円  

 上記金額は、原告が平成２０年分の所得税の確定定申告書に記載した給与所得の金額と同額で

ある。 

(イ) 雑所得の金額 ２６２４万３１３０円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの必要経費を控除した金額である（所得税法３７条

１項）。 

ａ 総収入金額 １４億４６８３万５９３０円  

 上記金額は、原告がＡから平成２０年分中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である。 

ｂ 必要経費 １４億２０５９万２８００円  

 上記金額は、同年中の馬券購入金額の総額である。 
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イ 所得控除の額の合計額 １４０万９８６９円  

 上記金額は、原告の平成２０年分における所得税の確定申告書に記載した所得控除の額の合計額

と同額である。 

ウ 課税される所得金額 ３１０６万９０００円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額である。 

エ 納付すべき所得税の額 ９０９万３９００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を控除した金額である。 

(ア) 課税される所得金額に対する税額 ９６３万１６００円  

 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項（平成２５年法律第５

号による改正前のもの）の規定を適用して算出した金額である。 

(イ) 源泉徴収税額 ５３万７７００円  

 上記金額は、原告が平成２０年分の所得税の確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である。 

オ 無申告加算税 １７９万３０００円  

 原告は、平成２０年分の所得税につき期限後申告を提出しているところ、平成２０年分の納付す

べき所得税の額は上記エのとおりであるため、賦課されるべき無申告加算税の額は、国税通則法６

６条１項及び２項の規定に基づき、当該新たに納付すべきこととなった税額９０９万円に１００分

の１５の割合を乗じて算出した金額１３６万３５００円に、当該新たに納付すべきこととなった税

額のうち５０万円を超える部分に相当する税額８５９万円に１００分の５の割合を乗じて計算し

た金額４２万９５００円を加算した１７９万３０００円となる。 

(5) 平成２１年分 

ア 総所得金額 ２０３０万２５１０円  

 上記金額は、次の(ア)の給与所得の金額と、(イ)の雑所得の金額との合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ６９０万円  

 上記金額は、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書に記載した給与所得の金額と同額であ

る。 

(イ) 雑所得の金額 １３４０万２５１０円  

 上記金額は、次のａの総収入金額から、ｂの必要経費を控除した金額である（所得税法３７条

１項）。 

ａ 総収入金額 ７億９８２０万８６１０円  

 上記金額は、原告がＡから平成２１年分中に支払を受けた、的中馬券に係る払戻金額である。 

ｂ 必要経費 ７億８４８０万６１００円  

 上記金額は、同年中の馬券購入金額の総額である。 

イ 所得控除の額の合計額 １８３万０８４０円  

 上記金額は、原告の平成２１年分の所得税の確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額

である。 

ウ 課税される所得金額 １８４７万１０００円  

 上記金額は、上記アの総所得金額から上記イの所得控除の額の合計額を控除した残額である。 

エ 納付すべき所得税の額 ３９３万５１００円  

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を控除した金額である。 

(ア)課税される所得金額に対する税額 ４５９万２４００円  
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 上記金額は、上記ウの課税される所得金額に対し、所得税法８９条１項の規定を適用して算出

した金額である。 

(イ) 源泉徴収税額 ６５万７２８４円  

 上記金額は、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である。 

オ 無申告加算税 ７７万５０００円  

 原告は、平成２１年分の所得税につき期限後申告を提出しているところ、平成２１年分の納付す

べき所得税の額は上記エのとおりであるため、賦課されるべき無申告加算税の額は、国税通則法６

６条１項及び２項の規定に基づき、当該新たに納付すべきこととなった税額４００万円に１００分

の１５の割合を乗じて算出した金額６０万円に、当該新たに納付すべきこととなった税額のうち５

０万円を超える部分に相当する税額３５０万円に１００分の５の割合を乗じて計算した金額１７

万５０００円を加算した７７万５０００円となる。 
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別表１ 

原告所有のパーソナルコンピュータに保存されていたデータに基づく差引金額の計算 

 

平成17年分 （単位：円） 

 ①払戻金 ②総購入金額 ③差引(①-②) ④的中馬券購入金額 ⑤差引(①-④) 

１月 1,540,050 2,191,300 ▲651,250 72,000 1,468,050 

２月 2,106,410 1,845,700 260,710 98,500 2,007,910 

３月 2,206,860 2,115,500 91,360 104,600 2,102,260 

４月 2,655,220 2,575,400 79,820 212,400 2,442,820 

５月 8,318,790 6,904,600 1,414,190 523,700 7,795,090 

６月 4,484,570 4,514,500 ▲29,930 140,400 4,344,170 

７月 4,337,190 4,781,300 ▲444,110 180,800 4,156,390 

８月 9,711,510 7,323,900 2,387,810 368,400 9,343,110 

９月 8,718,500 6,845,600 1,872,900 727,800 7,990,700 

10月 19,660,570 16,396,000 3,264,570 1,517,200 18,143,370 

11月 13,259,940 16,967,200 ▲3,707,260 607,500 12,652,400 

12月 25,565,110 20,885,700 4,669,410 1,260,800 24,294,310 

合計 102,654,720 93,346,700 9,208,020 5,814,100 96,740,620 

 

平成18年分 

 ①払戻金 ②総購入金額 ③差引(①-②) ④的中馬券購入金額 ⑤差引(①-④) 

１月 35,834,040 26,426,100 9,407,940 1,528,600 34,305,440 

２月 33,379,420 35,599,300 ▲2,219,880 1,606,500 31,772,920 

３月 49,453,430 45,430,700 4,022,730 1,824,500 47,628,930 

４月 92,176,020 82,037,800 10,138,220 2,069,400 90,106,620 

５月 82,460,740 68,131,500 14,329,240 2,253,900 80,206,840 

６月 68,609,820 62,577,200 6,032,620 2,234,200 66,375,620 

７月 20,387,410 56,571,300 ▲36,183,890 659,200 19,728,210 

８月 17,195,060 15,810,100 1,384,960 937,900 16,257,160 

９月 33,194,950 30,753,100 2,441,850 1,110,000 32,084,950 

10月 46,681,800 37,696,600 8,985,200 1,595,400 45,086,400 

11月 25,160,550 34,740,900 ▲9,580,350 1,432,200 23,728,350 

12月 21,594,360 22,420,700 ▲826,340 1,010,000 20,584,360 

合計 526,127,600 518,195,300 7,932,300 18,261,800 507,865,800 

 

平成19年分 

 ①払戻金 ②総購入金額 ③差引(①-②) ④的中馬券購入金額 ⑤差引(①-④) 

１月 17,315,930 16,181,200 1,134,730 726,500 16,589,430 

２月 18,465,670 17,178,500 1,287,170 485,000 17,980,670 

３月 47,843,320 35,112,900 12,730,420 2,474,100 45,369,220 

４月 47,573,050 40,078,100 7,494,950 2,645,500 44,927,550 

５月 62,808,040 61,661,300 1,148,740 3,068,500 59,739,540 

６月 70,590,280 53,710,700 16,879,580 2,421,500 68,168,780 

７月 73,047,520 67,612,300 5,435,220 3,030,800 70,016,720 

８月 48,971,840 49,525,600 ▲553,760 1,956,700 47,015,140 

９月 38,865,890 62,354,400 ▲23,488,510 1,863,800 37,002,090 

10月 69,393,100 59,071,200 10,321,900 4,143,400 65,249,700 

11月 98,335,930 70,386,300 27,949,630 3,270,200 95,065,730 

12月 174,570,800 134,477,700 40,093,100 6,679,400 167,891,400 

合計 767,781,370 667,350,200 100,431,170 32,765,400 735,015,970 
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平成20年分 

 ①払戻金 ②総購入金額 ③差引(①-②) ④的中馬券購入金額 ⑤差引(①-④) 

１月 63,554,960 79,380,700 ▲15,825,740 3,296,600 60,258,360 

２月 122,800,400 108,970,000 13,830,400 5,461,200 117,339,200 

３月 160,562,370 143,544,500 17,017,870 6,978,200 153,584,170 

４月 158,351,520 130,024,000 28,327,520 8,509,300 149,842,220 

５月 280,113,450 231,688,600 48,424,850 12,476,700 267,636,750 

６月 246,274,070 198,460,900 47,813,170 7,743,900 238,530,170 

７月 0 0 0 0 0 

８月 165,905,730 227,543,800 ▲61,638,070 7,077,800 158,827,930 

９月 88,178,860 114,022,500 ▲25,843,640 4,933,500 83,245,360 

10月 66,035,660 75,026,800 ▲8,991,140 3,346,000 62,689,660 

11月 65,932,290 67,992,400 ▲2,060,110 3,695,600 62,236,690 

12月 29,126,190 43,744,600 ▲14,618,410 1,392,000 27,734,190 

合計 1,446,835,500 1,420,398,800 26,436,700 64,910,800 1,381,924,700 

 

平成21年分 

 ①払戻金 ②総購入金額 ③差引(①-②) ④的中馬券購入金額 ⑤差引(①-④) 

１月 58,307,000 47,416,000 10,891,000 1,887,500 56,419,500 

２月 108,332,270 89,592,700 18,739,570 5,426,400 102,905,870 

３月 202,428,390 182,816,000 19,612,390 8,227,400 194,200,990 

４月 158,960,870 176,919,200 ▲17,958,330 7,021,900 151,938,970 

５月 102,232,560 108,151,700 ▲5,919,140 5,454,400 96,778,160 

６月 51,725,330 58,702,000 ▲6,976,670 959,000 50,766,330 

７月 21,012,140 29,946,000 ▲8,933,860 298,600 20,713,540 

８月 8,389,740 9,800,900 ▲1,411,160 365,500 8,024,240 

９月 6,296,570 6,496,100 ▲199,530 229,300 6,067,270 

10月 20,727,930 14,029,200 6,698,730 605,100 20,122,830 

11月 34,710,750 31,385,500 3,325,250 665,100 34,045,650 

12月 22,052,560 26,510,300 ▲4,457,740 609,500 21,443,060 

合計 795,176,110 781,765,600 13,410,510 31,749,700 763,426,410 

注）「▲」はマイナスを示す。 
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別表２ 

《課税の経緯》 
（単位：円） 

年
分 

区分 確定申告 決定処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

申告等の年月日 平成23年3月11日 平成23年4月6日 平成24年2月27日 平成24年11月26日 

総所得金額 55,701,552 

給与所得 
の金額 

7,581,242 
内
訳 一時所得 

の金額 
48,120,310 

納付すべき税額 16,636,700 

平
成
17
年
分 

無申告加算税 
の額 

 

2,494,500 

全
部
取
消
し 

 
全
部
取
消
し 

棄
却 

年
分 

区分 確定申告 決定処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

申告等の年月日 平成23年3月11日 平成23年4月6日 平成24年2月27日 平成24年11月26日 

総所得金額 261,220,953 

給与所得 
の金額 

7,538,053 
内
訳 一時所得 

の金額 
253,682,900 

納付すべき税額 92,706,900 

平
成
18
年
分 

無申告加算税 
の額 

 

18,515,000 

全
部
取
消
し 

 
全
部
取
消
し 

棄
却 

年
分 

区分 確定申告 決定処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

申告等の年月日 平成23年3月11日 平成23年4月6日 平成24年2月27日 平成24年11月26日 

総所得金額 374,200,132 

給与所得 
の金額 

6,942,147 
内
訳 一時所得 

の金額 
367,257,985 

納付すべき税額 145,629,100 

平
成
19
年
分 

無申告加算税 
の額 

 

29,099,000 

全
部
取
消
し 

 
全
部
取
消
し 

棄
却 

年
分 

区分 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

申告等の年月日 平成23年2月10日 平成23年3月11日 平成23年4月6日 平成24年2月27日 平成24年11月26日 

総所得金額 6,236,429 696,948,779 

給与所得 
の金額 

6,236,429 6,236,429 
内
訳 一時所得 

の金額 
－ 690,712,350 

株式等に係る 
譲渡所得の金額 

0 0 

納付すべき税額 0 274,881,500 

平
成
20
年
分 

無申告加算税 
の額 

－ 54,951,000 

全
部
取
消
し 

 
全
部
取
消
し 

棄
却 

年
分 

区分 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

申告等の年月日 平成23年2月10日 平成23年3月11日 平成23年4月6日 平成24年2月27日 平成24年11月26日 

総所得金額 6,900,000 388,363,205 

給与所得 
の金額 

6,900,000 6,900,000 
内
訳 一時所得 

の金額 
－ 381,463,205 

株式等に係る 
譲渡所得の金額 

0 0 

納付すべき税額 △70,984 151,159,500 

平
成
21
年
分 

無申告加算税 
の額 

－ 30,221,000 

全
部
取
消
し 

 
全
部
取
消
し 

棄
却 

（注） 「納付すべき税額」の△印は還付金に相当する税額を示す。 

    「一時所得の金額」は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 




